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あらまし  現在日本では、これまでに例を見ない速度で少子化が進行している。夫婦の最終的な出生数である完

結出生児数が、長期的に人口が増えも減りもせず一定規模に維持するために必要な人口置換率を下回っており、人

口規模の縮小は避けられない状況にある。少子化の背景として、所得水準の伸び悩みや経済的不安定性、子育てに

要する費用の増大、晩婚化の進行など、さまざまな要因が指摘されてきた。こうした中、45～49 歳において 1 人も

子どもを産んでいない女性の割合である生涯無子率は OECD 加盟国の中で最も高く、今後もさらに上昇すると見込

まれている。無子個人と有子個人をそれぞれ対象に、出産の意向について被説明変数として二項ロジスティック回

帰分析を行った。その結果、無子個人については、年齢や経験したことのない出産に対する不安が出産意欲に大き

く影響を及ぼすことが分かった。一方で、有子個人については、子育てに関連する費用が現実のものとして可視化

されるため、子育てにおいて発生する負担などが強く影響していることが確認された。 

 

キーワード  出産意欲、無子、アンケート分析 

 

1. はじめに  
日本では少子化が急速に進行している。厚生労働省

[11]によると、令和 6 年の出生数は 68 万 6061 人で、

これは前年の 72 万 7288 人より約 4 万人減であること

が示される。また、母の年齢 (5 歳階級 )別にみると、全

ての階級で減少し、合計特殊出生率は 1.15 と前年の

1.20 より低下したことも合わせて示された。  

夫婦の最終的な出生数である完結出生児数につい

ては、国立社会保障・人口問題研究所 [13]によると、

2021 年 (第 16 回 )調査時点では 1.90 人となり、これは

2002 年 (第 12 回 )調査までは、2.2 人前後で安定的に推

移してきたのに対して減少に転じた。人口が長期的に

増えも減りもせずに、一定となるために必要な合計特

殊出生率を人口置換率という。この人口置換率につい

ては、国立社会保障・人口問題研究所 [14]によると、

2023 年には 2.07 であり、2000 年以降この水準を保っ

ている。また、1974 年以降現在においても合計特殊出

生率が人口置換率を下回っており、合計特殊出生率に

ついては 1974 年に 2.05 であったが 1975 年には 1.91

と 2 を切りそれ以降大きく回復することなく低下を続

けている。  

OECD[10]は、45～49 歳において 1 人も子どもを産

んでいない女性の割合は生涯無子率と定義している。

OECD[10]では、1975 年生まれの生涯無子率は 28.3％

で、これは OECD 加盟国平均の 16.2％を大幅に超えて

いることが示される。さらに、国立社会保障・人口問

題研究所 [14]によると、2005 年生まれの女性が 50 歳に

なった時の無子割合は 33.4％に達すると推計される。

以上より、国際的にみても急速な出生率の低下を経験

しており、さらには子どもを持たない人の割合が非常

に多い国であり、今後もその傾向には歯止めが利かな

いと予想される。このことからも、少子化に関する議

論は、子を持たない個人について「なぜ持たないのか

／持てないのか」、子を持つ個人について追加で子を

「なぜ持たないのか／持てないのか」を分けて考察す

る必要があろう。本研究では、1 more baby 応援団  [16] 

が WEB アンケートにより実施した「夫婦の出産意識

調査」の個票データを用いて、「子を持つか」および「追

加で子を持つか否か」という出産の意思決定に影響を

及ぼす要因について明らかにする。具体的には、無子

個人と有子個人を区別し、それぞれについて出産意向

に影響を与える要因を実証的に分析する。そのために、

初産の意思決定と追加出産の意思決定の違いに注目し、

両者に影響を与える要因を明らかにすることを通じて、

少子化のメカニズムへの理解を深めることを目的とす

る。このように、本稿では、初産と 2 人目以降の出産

の意思決定に注目するところに、本稿の特色がある。  

 

2. 先行研究  
出生行動に影響を及ぼす要因として、Becker [2]以降、

経済学では出生率低下について様々な視点から研究が

行われている。そこでは、個人の合理的な行動の結果、

子を何人もつかという意思決定において、「子を持つ」

ということが前提に分析が行われているものが非常に

多い。一方、Momota[5]では、出生率が長期的に資本蓄

積と社会厚生に及ぼす影響について、出生率を、1）母
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親が 生 む 子ど もの 数 (Intensive margin) 、 2 ）母 親 率

(Extensive margin)、とに区別して分析を行っている。

一般に、経済学では出生率に関する議論は上記 1）が

想定されることが多く、2）を導入することで初めての

子を持つかどうか（初産）についての意思決定を組み

込むことが可能となる。また、守泉 [8]では、日本にお

ける無子割合の長期的な動向および女性を対象として

無子の要因を、実証分析により明らかにしている。そ

こでは、無子を不妊や健康上の理由による無子である

「非自発的無子」と結婚・出産の延期や無子を望む「自

発的無子」に区別し、若い世代ほど自発的無子が増加

していることを指摘している。また、無子志向型の無

子女性について、結婚解消経験や子どものふれあい経

験の少なさが、有意に影響を及ぼしていることも明ら

かにしている。  

人口経済学の枠組みで指摘される出生行動に影響

を及ぼす主要因として、まず所得があげられる。  

Becker[2]は、親が子どもを消費財とみなす場合、消費

者の効用最大化行動の結果として最適な出生率が導出

されることを示した。同モデルでは、所得が高いほど

出生率も高くなる一方で、子育てに機会費用が発生す

る場合、母親の賃金率の上昇は出生率を引き下げる可

能性が示される。このことから、子育てには時間がか

かり、母親が中心となって育児を担っているのであれ

ば、母親の賃金率上昇は出生率にネガティブな影響を

及ぼし、一方で父親の所得増加は出生率に対してポジ

ティブな影響を及ぼしうることが分かる。  

Doepke and Tertilt[3]では男性よりも女性のほうが子

ど も へ の 選 好 が 強 い こ と が 示 さ れ 、 Attanasio and 

Lechene [1]では女性の所得と子どもの衣服や食料に対

する支出額との間に正の相関があることが示されてい

る。これらの研究は、女性を取り巻く社会的環境に出

生率が依存しうることを示唆している。  

宇南山 [6]は、集合体モデルを用いて日本の未婚率上

昇の要因について考察を行っている。同研究では、妻

は結婚によってフルタイム労働者として就労できるか

どうかが外生的要因によって決定され、確率的にパー

トタイム労働者になるリスクが想定される。つまり、

結婚という選択を行うことにより、妻の所得が低下す

るパートタイム労働者になるというコストを負担する

状況が想定される。別府 [7]では、有配偶女性について、

出生率および出生前後の就業継続率が正規就業ではと

もに 1987 年から 2007 年にかけて上昇しているものの、

非正規就業については両指標とも低水準で推移してい

ることが示される。また、夫婦間の交渉において妻の

交渉力が高くても、前述のリスクが存在する限り、女

性が結婚するとは限らないことが示されている。これ

を出生率の枠組みに当てはめると、結婚において妻が

産後、子育て等の時間を含めた負担を負い、かつ労働

市場への復帰が実現されないというリスクが存在する

のであれば、子どもを産まないという選択肢は十分に

ありうることとなる。  

以上を踏まえると、出生率に影響を及ぼす要因とし

て、(1)経済要因 (収入、経済的不安、物価、将来不安 )、

(2)就業・ワークライフバランス (本人の働き方、配偶者

の働き方、労働時間・日数、育児休業制度・企業風土 )、

(3)家庭内要因・夫婦関係 (バーゲニング、育児のシェア、

家事分担への満足度、夫婦関係の良好さ、ワンオペ感 )

などが挙げられる。  

このほか、出産後の女性の 30-50%が経験するといわ

れる「マタニティブルー」も影響を及ぼしていると考

えられる。厚生労働省 [12]では、子育ては養育者に喜び

や生きがいなどのポジティブな影響を及ぼす反面、子

育て自体が心の健康にネガティブな影響を及ぼすスト

レス要因として作用する可能性が指摘される。ここか

ら、(4)心理的・健康要因 (出産・育児不安、健康・年齢

不安、第 1 子出産時の経験 )なども影響を及ぼす要因と

して作用すると考えられる。  

また、Fluchtmann et al. [4]では、育児休業給付、保育

制度、家族手当などの公的支出の拡大が出生率を引き

上げることが示されている。このことから、(5)社会制

度・地域環境 (自治体の子育て環境 )も重要な要因とし

て位置づけられる。  

 

3. データと方法  
本研究の目的は、「子を持つか」および「追加で子を

持つか否か」という出産の意思決定に影響を及ぼす要

因について明らかにすることである。ただし、本稿で

は出産意欲と出産意向を特に区別せず、同じものとす

る。そのうえで、無子個人と既に子がいる有子個人に

分けて、それぞれのグループの出産意向に影響を及ぼ

す要因を確認するために、以下では多変量解析を行う。 

 

3.1 データ  

研究では、1more Baby 応援団 [16]の「夫婦の出産意

識調査」の個票データを使用する。調査対象は既婚者

2,961 名で、子ありが 1,974 名、子なしが 987 名で構成

表 1 子どもの数の割合

 
 

子どもの人数 割合（％）

0 33.3

1 33.3

2 27.8

3 5.0

4 0.5

計 100
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され、子の内訳は表 1 にて示される。  

表 1 のとおり、33.3％が子どもを持たず、33.3％が子

を 1 人、27.8％が子を 2 人、5.0％が子を 3 人、そして

0.5％が子を 4 人持つ。ただし、子どものいる既婚者の

平均子ども数は 1.59 人である。  

 

3.2 変数の定義  

3.2.1 被説明変数：出産意向  

本研究では、今後の出産意欲である出産の意向を説

明変数とする。守泉 [9]では、出生意欲（＝出産意欲）

についての整理が行われている。そこでは、出生意欲

の子どもの数に関するデータとして、「個人が目標とす

る子ども数」と「平均的な、あるいは典型的な家族に

適した子ども数」に大別されること、また、出生意欲

には子どもを持つ時期に関する意識も含むとしている。

1 more baby 応援団 [16]が実施した調査では、守泉 [9]の

出生意欲における後者に対応するデータがとられてい

る。具体的には、「出産する／したいと思う（以降、出

産意向あり」「出産はしないと思う（以降、出産意向な

し」「わからない」と回答を求めているが、本研究では

「わからない」を除いた「出産意向あり」を 1，「出産

意向なし」を 0 として二値変数として再構成を行った。 

 

3.2.2 主な説明変数：世帯年収  

先行研究でも述べたように、出生行動は所得に依存

するため、本研究でも世帯年収を主要な説明変数の一

つとして用いる。ただし、調査票における世帯年収は

100 万円ごとの細かい所得階級で回答されている。本

研究では、中所得者層を中心に、低所得者層や高所得

者層の出産意向がどのように異なるかについても研究

の主眼にしている。そのため、世帯年収を総務省統計

局「家計調査」における収入五分位区分に基づき、次

のように整理を行った。   

まず、100 万円未満～400 万円未満を「低所得層」、

400～500 万円未満を「中低所得層」、500～700 万未満

を「中所得層」、700～900 万未満を「中高所得層」、900

万円以上を「高所得層」とした。そのうえで、中所得

層を基準カテゴリとして、それぞれの所得階層につい

てダミー変数を作成して分析に投入している。  

 

3.2.3 主な説明変数：年齢  

年齢は連続変数であり、回答者の回答時点における

実年齢（歳）であり、20 歳から 49 歳までの個人の回

答があった。出産意向は年齢と非常に密接な関係があ

り、令和 6 年度においては厚生労働省 [11]によると合

計特殊出生率について、母の年齢（5 歳階級）別にみ

ると 30～34 歳で最も出生率が高く、25～29 歳がそれ

に続く。このことからも本研究では、回答者の年齢に

ついて 1 歳刻みなどの細かな差を比較することよりも、

年齢を 5 歳階級で見ることにより、年齢階級別の出生

意向の差異を分析したい。具体的には、20～24 歳を「20

代前半層」、25～29 歳を「20 代後半層」、30～34 歳を

「30 代前半層」、35～39 歳を「30 代後半層」、40～44

歳を「40 代前半層」、45～49 歳を「40 代後半層」とし

た。  

 

3.2.4 主な説明変数：子どもダミー  

出産意向については、4.1 にて後述するように、無子

個人と有子個人とでは出産の意向およびそのタイミン

グが異なる傾向がみられる。さらに、子の数が個人の

効用に影響を及ぼし、さらに子を消費財とみなす出生

モデルにおいては、一般に効用関数は対数形が想定さ

れる。そのもとでは、個人は子の数に対して限界効用

逓減が仮定される。つまり、子をたくさん持てば持つ

ほど子から得られる効用水準は低下すると考えられる。

そこで、本研究においては、後述の追加出産意向モデ

ルにおいては、「子が 1 人いる」を基準カテゴリとし

て、「子が 2 人＝2」、「子が 3 人以上＝3+」として、モ

デルに投入している。  

 

3.2.5 その他の説明変数  

 先行研究では、出生行動に影響を及ぼす要因として、

①経済要因、②就業・ワークライフバランス、③家庭

内要因・夫婦関係、④心理的・健康要因、⑤社会制度・

地域環境といった観点から整理がなされてきた。本研

究においても、この枠組みを踏まえ、各要因に関連す

ると考えられる変数を分析に投入している。  

具体的には、経済要因として世帯年収を、就業・ワ

ークライフバランスに関しては本人および配偶者の就

業形態や職場環境に関する変数を用いている。また、

家庭内要因・夫婦関係については、育児や家事の分担

状況、夫婦関係の良好さに関する変数を含めている。

さらに、子育てに対する不安や出産に対するためらい

といった主観的評価は、心理的・健康要因として位置

づけている。加えて、地域の子育て環境を示す変数や、

年齢、結婚年数、子の数といったライフコース上の要

因についても、統制変数として考慮している。  

 

 

4. 分析結果  
4.1. 記述統計  

分析に用いる主な変数の平均／割合は表 2 の通りで

ある。  
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 表 3 は、出産の動向について「意志あり」と「意向な

し」グループにおいて、実際の子ども数と出産のタイ

ミングについて示したものである。ただし、各セル内

は同じ子ども数を持つグループのうち、各々の出産の

動向およびタイミングについて回答した個人の割合で

ある。表 3 より、子どもを産んでいない無子個人につ

いて、出産の意向ありが 75.4％と出産意向を持つ割合

が高く、その多くが「すぐに欲しい」の 56.0％であり、

比較的早い段階での出産を希望している傾向がある。

有子のうち「子が 1 人」の個人は、無子個人と同じく

出産の意向を持つ割合は高いが、タイミングとしては

「すぐ欲しい」と「1～2 年後」に分散されている傾向

にある。「子が 2 人、3 人」の個人については、「出産

の意向なし」が多数を占めている。また、「出産の意向

あり」の個人についても、「すぐに欲しい」が最も多い

ものの、「1～2 年後」「3～5 年後」と無子および「子が

1 人」に比べると、出産のタイミングは後ろにずれて

おり、出産時期を先送りする傾向がみられる。また、

「いずれは欲しい」の回答が「子が 3 人」の個人には

多く、子は欲しいものの現実味を帯びていない可能性

がある。「子が 4 人」の個人は全体の 0.5％であるが、

出産の意向は高くさらにそのタイミングも先送りする

傾向がない事も確認できる。  

 

4.2 初産および追加出産の意向の有無の規定要因に

ついて：二項ロジスティック回帰分析  

前述の通り、本研究における被説明変数は出産意向

について二値変数であり、二項ロジスティック回帰分

析により、ある事象が生起する確率を世帯収入や第一

子の有無などの説明変数によってモデル化する。出産

意向については「初めての子を持つか否か」という意

思決定と、すでに子がいて「次の子を持つか否か」と  

表 2 分析に使用する主な変数の平均／割合  

 

平均 割合（％）

出産の意向あり 54.3

出産の意向なし 31.8

出産の意向わからない 14.0

子ども数 1.1

年齢（歳） 32.9

結婚年数（年） 4～6年

世帯年収 700～800万円未満

低所得者層 21.9

中間層 67.3

高所得者層 10.8

※中間層は中低所得者層、中所得者層、中高所得者層の合計

 

表 3 「出産の意向あり・なし」グループの出産のタイミングと子ども数  

 

 

出産の意向なし(%)

すぐに欲しい 1～2年後 3～5年後 6年後以降 いずれは欲しい 計

56.0 12.7 2.8 3.9 24.6 100

37.4 25.9 9.4 3.9 23.4 100

14.7 8.7 6.8 0.4 6.5 62.9 100

12.8 6.0 3.8 12.0 65.4 100

46.7 6.7 46.7 100

出産の意向あり(%)

子どもの数／タイミング

0人

1人

2人

3人

4人
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 表 4 初産意思決定および追加出産意思決定における二項ロジスティック回帰分析の結果  
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いう意思決定、という異なる意思決定の段階があり、

本節ではこれらの意思決定の段階の違いに注目し、そ

れぞれにおいて出産の意思決定にどのような要因が影

響を及ぼしているかについて検討したい。  

本節において用いるロジスティック回帰分析の基

本的な推計式は、以下の通りである。  

𝑙𝑜𝑔 ൬
𝑝

1 − 𝑝
൰ = 𝑙𝑜𝑔𝑖𝑡 𝑝 = 𝛽଴ + 𝛽ଵ𝑋ଵ + 𝛽ଶ𝑋ଶ + ⋯. 

ここで、𝑝は出産の意向ありの生起確率であり、説明変

数は 3．2 節で示した通りである。  

 

4.2.1 初産における出産の意思決定について：初産

意向モデル  

本項では、無子個人を対象にし、初めての出産に対

する意向に影響を及ぼす要因について確認をした。そ

の分析の結果は表 4 にてまとめられるが、初産の意向

モデルにおいては、  

𝜒ଶ(544) = 215.741,  𝑝 < .001,  𝑀𝑐𝐹𝑎𝑑𝑑𝑒𝑛𝑅ଶ = .343 

から十分なモデルの当てはまりが確認された。  

初産の意向について、年齢については 30 代後半群

については有意に低下しており（OR=0.159）、40 代後

半群についてはさらに低下している (OR=0.03)。結婚年

数についても、結婚年数が長いほど、初産の意向は有

意に低下し (OR=0.469)、1 人目の出産にためらいを感

じている人ほど有意に初産の意向は低下している

(OR=2.507)ことが分かった。  

 

4.2.2 2 人目以降の出産における意思決定について：

追加出産意思決定モデル  

本項では、有子個人を対象にして、追加で子（第 2

子以降）を産むか否かの意思決定に注目する。基本的

なモデルは前項と同様であるが、本節では追加の説明

変数として育児共有「子育ての大変さをしっかりと夫

婦でシェアできている」を投入する。さらに、すでに

子がいて追加でもう一人出産するか否か、という意思

決定において、子が 1 人いる状態から「もう一人産む

か否か」、と子が 3 人いる状態から「もう一人産むか否

か」、とでは追加出産としての意味が違うはずである。 

 そこで、本節では子の数について「子が一人いる」

を基準カテゴリとして、「子を 2 人いる＝2」、「子が 3

人以上いる＝3+」としたうえで、カテゴリ化してモデ

ルに投入している。分析の結果は表 4 にてまとめられ

る。  

分析の結果、  

𝜒ଶ(1031) = 370,795,  𝑝 < .001,  𝑀𝑐𝐹𝑎𝑑𝑑𝑒𝑛𝑅ଶ = .254 

から十分なモデルの当てはまりが確認された。  

また、年齢区分については、基準の 30 代前半群に  

比べると 30 代後半群は有意に追加出産の意向が低下

しており（OR=0.502）、この傾向は 40 代前半群、40 代

後半群と年齢を重ねるほど追加出産の意向が追加して

いるがわかる。また、結婚年数が長いほど、夫婦関  

係が円満であるほど、有意に追加出産の意向は低下し

ている (それぞれ、OR=0.509、OR=0.461)。地域育児に  

ついては、住んでいる地域において子育てがしにくい

と感じるほど、有意に追加の出産意向は低下している

(OR=0.759))一方で、家庭が幸福であるほど追加出産の  

意向は高まることが確認できる (OR=1.019)。  

子の数については、子が 1 人いる個人に比べると、子

が 2 人いる個人および 3 人以上いる個人の追加出産の

意向はいずれも有意に低下していることも分かった

(それぞれ、OR=0.21、OR=0.209)。  

 

4.3 初産意思決定と追加出産意思決定の比較  

ここまで、子どもを持たない個人を対象にした初

産意思決定と、子どもを持つ個人を対象とした追加出

産意思決定について、出産の意向について「あり＝

1」「なし＝0」の二値変数を用いて二項ロジスティッ

ク回帰分析を行った。その結果をまとめたものが以下

の表 5 であり、有意であったものに「●」、非有意に

「－」をつけている。   

表 5 からも見て取れるように、初産の意思決定およ

び追加出産の意思決定において、年齢は非常に重要な

要素であり、年齢を重ねるほど出産の意向は低下して

いた。ただし、追加出産の意思決定においては、40 歳

代を通じてその傾向が有意に確認されていた。一人目

出産である初産の意思決定においては、1 人目出産の

ためらいが出産の意向を押し下げる要因であったのに

対して、追加出産においては家庭内要因・夫婦関係、

社会制度・地域環境およびすでに何人子を持っている

か、という要因が影響を与えていることが分かった。  

 

 

5. 考察と結論  
本研究では、2023 年の夫婦の出産意識調査データを

用いて、出生行動に影響を及ぼす要因を実証的に検討

した。分析の結果、以下が明らかになった。  

表 5 初産意思決定と追加出産決定の比較表  

 
 

初産 追加出産

年齢 ● ●

経済要因 － －

就業・ワークライフバランス － －
家庭内要因・夫婦関係 － ●

心理的・健康要因 ● －

社会制度・地域環境 － ●
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第一に、初産の意思決定においては、年齢や経験し

たことのない出産に対する不安が大きく影響を及ぼす

ことが分かった。第二に、追加出産については年齢に

加えて、子どもを育てるための環境に関連する要因に

影響を受けることが分かった。これらの結果は、初産

と追加出産とでは、意思決定において異なる制約や価

値判断が介在していることが示唆され、追加出産につ

いては、実際の子育てにおいて発生する負担などが影

響していると考えられる。  

一般に、経済学における出生理論では、所得水準な

どの経済的制約が出生行動に影響を及ぼす要因として

あげられる。本研究では、少なくとも初産意向におい

ては、年齢等を一定とした多変量分析において、所得

階層間で明確な差は確認されなかった。この結果は、

初産の意思決定において、子育てにかかる費用が具体

的に認識される以前の段階で、意思決定を行っている

可能性を示唆している。追加出産においても、所得階

層間で明確な差は確認されなかったが、実際の子育て

経験を通じて子育て費用が可視化されており、所得水

準そのものよりも、子育て関する負担が出産意向とよ

り密接に関連している可能性がある。  

本研究の結果から、所得階層間の世帯年収の差異の

みでは、出産の意向の違いを十分に説明できない可能

性が示唆された。このことは、所得水準の引き上げの

みを目的とした政策は、必ずしも出生率の回復に直結

しない可能性があることを示している。さらには、初

産と追加出産では、少子化対策としての出産支援政策

を一律で設計するのではなく、出生段階に応じて異な

るアプローチが必要であることを示している。  

こども家庭庁 [15]では、2030 年代に入ると日本の若

年人口は現在の倍速で急減するため、「日本のラストチ

ャンス」として集中的に実施する具体的な政策を「こ

ども・子育て支援加速化プラン」とし、ライフステー

ジ別（結婚、妊娠～出産・産後、就学前、小・中学校、

高校、大学等）のプランとして、次のような政策が示

されている。  

経済的支援の拡充として、児童手当の所得制限撤廃

と支給期間の高校生年代までの延長、高等教育の無償

化拡大などが実施されている。保育サービスの充実で

は、「こども誰でも通園制度」の創設により未就園児の

定期的な預かりサービスや保育士処遇の改善などが進

められている。働き方改革・両立支援としては、男性

育休の取得促進、育児休業給付の引き上げ（最大手取

り割相当）などがあり、妊娠・出産支援では、不妊治

療の保険適用拡大、伴走型相談支援の充実、産後ケア

事業などの促進が推進されている。これらの中でも、

特に初めての出産を後押しするような環境整備や出産

そのものの不安を軽減する政策により、一人目に対す

る政策として有効であり、実際の子育ての負担を軽減

するような支援や、家庭内・社会的なサポート体制の

充実が、より重要な役割を果たす可能性があり、これ

らの異なる効果を意識した少子化対策を周知すること

も有効であると思われる。  

研究にはいくつかの残された課題がある。本研究で

はクロスセクションデータを用いているため、因果関

係を厳密に特定することは難しい。所得や家族関係が

出産意向に影響を及ぼしているのか、あるいは出産意

向の違いがこれらの要因に影響を及ぼしているのかに

ついては、明らかにすることは有用であると考えられ

る。  
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就職活動における情報探索行動と行動経済学的個人特性の関係分析
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あらまし 日本では新規学卒者の就職活動の早期化と長期化が顕著である。この現状は、政府の定める採用活動日程
ルールから大きく乖離しており、学業との両立を鑑みると、就職活動の効率化支援が喫緊の課題となっている。これ
までの就職活動研究では、「意思決定理論」や「進路探索行動（CES）」の文脈で、情報探索行動が分析されてきた。
特に情報探索行動の内容と結果の関連が明らかにされてきたが、個人差の要因については言及されていなかった。本
研究では、この個人差を明らかにするため、就職活動を労力と将来的な利益を比較する異時点間選択の意思決定と捉
え、行動経済学的な個人特性である時間選好とリスク選好に着目する。
キーワード 就職活動、情報探索行動、時間選好、質問紙調査

1 は じ め に
就職活動の現状：昨今，日本では新規学卒者の就職活動の早
期化が問題となっている．内閣府が実施した調査によれば，企
業説明会等への参加時期のピークが卒業年次前年の 9月以前と
答えた学生の割合は 2024年度卒業・修了予定者では 27.5%で
あり，2020 年度卒業・修了予定者の約 10%と比較すると大幅
に増加していることがわかる [18]．また，就職活動に要する期
間についても，「9か月程度以上」と回答する学生の割合が 2020
年度卒業・修了予定者では 30.0%であったのに対し，2024 年
度卒業・終了予定者では 48.3%となっており，長期化も顕著に
なっていることが明らかである [18]．これらの現状は，政府が
経済団体などに対して要請している「卒業年次前年の 3月 1日
以前に広報活動を開始しないこと」や「卒業年次前年の 6月 1
日以前に採用選考活動を開始しないこと」といった採用活動日
程ルールから大きく乖離するものである [17]．こうした採用活
動日程ルールの形骸化が進む中，制度的な規制によって早期化
を是正することは現実的ではなく，むしろ早期化している就職
活動に直面する学生一人ひとりに対する実践的な支援が求めら
れる．特に学業等との両立も鑑みると，就職活動の効率化を支
援していくことが喫緊の課題である．
就職活動研究の概観：ここで重要となるのは，就職活動にお
ける具体的な行動の傾向を分析することである．これまでの日
本の就職活動に関する研究は様々なアプローチで行われてきた
が，中でも具体的に表出される行動を扱ってきたのは「意思決定
理論」や「進路探索行動（Career Exploration Survey; CES）」
の文脈である [14]．前者は，就職活動を意思決定のプロセスと
それに伴う情報処理の過程として捉える理論であり，後者は職
業的な意思決定をする中で，個人が職業や自己に関する情報を
収集することを指す [7]．この 2つの文脈の中でも，特に着目さ
れているものが情報探索行動である．特にCESは自己に関する
探索（self-exploration）と環境に関する探索（environmental

exploration）の 2側面から構成されており，就職活動における
情報探索行動を捉える尺度として多く用いられてきた．具体的
な研究の例として，下村らは大学生約 50名を対象に質問紙を
用いた縦断調査を行い，就職活動において OB/OG や就職サ
イトといった情報源がそれぞれどのような情報内容を提供して
いるか，またそれぞれの情報源の利用実態が就職活動の結果に
どのような影響を与えているかについて分析した [11]．また，
矢崎らは前述の進路探索行動尺度が 12項目のみと，やや抽象
的であることを指摘し，下村らの情報源に加えて「何を調べた
か」，すなわち情報探索内容も併せて調査する「就職に関する
情報探索行動尺度」を作成した [19]．
先行研究の課題：しかし，これらの先行研究は情報探索行動

の内容と就職活動の結果との関連を明らかにすることにとど
まっており，情報探索行動やその結果との相関の個人差につい
ては述べられていない．本研究の目的である個々人に対する支
援を行っていくうえで，その内容を個人に最適化することは重
要であり，そのためには就職活動における情報探索行動の個人
差を分析することは欠かせない．ここで，就職活動に限らず，
広く情報探索行動を扱う先行研究を調査すると，Big-Fiveなど
に代表される心理学的な個人特性が情報探索行動に有意に影響
を与えていることがわかる [9]．このことを鑑みると，就職活動
における研究においても，同様に個人特性の影響を調査するこ
とは有用であると考えられる．また，この点が明らかになるこ
とで，学生に一律の支援を行うのではなく，個人ごとに最適化
された支援を行うことも可能になるであろう．
行動経済学的アプローチの有用性: そこで，就職活動におけ

る学生の行動を予測する個人特性として，行動経済学において
用いられる時間選好とリスク選好に着目する．これまでの就職
活動の研究において，関連する変数としてよく用いられてきた
ものには，社会認知理論の中心概念である「自己効力」などが
ある [14]．しかし，本研究で用いる 2つの行動経済学的個人特
性は，これらの先行研究と比較して，より潜在的な変数であり，
かつ，就職活動における行動を広範に捉えることができると考
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えられる．
この理由として，就職活動を「異時点間選択」として捉えら
れること，また就職活動は不確実性を多分に孕んだ意思決定で
あることが挙げられる．就職活動を意思決定として捉え，その
特徴を考えると，就職活動は労力や金銭・時間的負担といった
現在のコストと，キャリア形成や給与のような将来的な利益を
天秤にかける異時点間選択として捉えることができる．また，
就職活動によって得られる将来の利益は先述のキャリアのよう
に，不確実性を多分に孕むものであるともいえる．このような
意思決定としての特徴を踏まえると，将来の利益を割り引く程
度である時間選好や，個々人のリスクに対する態度を測定する
リスク選好は就職活動における行動をより良く説明すると考え
られる [5] [4]．
時間選好やリスク選好が就職活動に影響を与えると考えられ
る具体的なケースを挙げる．時間選好が高い (現在志向的な)学
生は将来の利益を低く見積もり，目先の労力を回避する傾向が
あるため，情報探索が不足し，入社企業とのミスマッチが起こ
りやすくなると想定される．同様に，リスク愛好的な学生は少
数の志望度の高い企業に絞り込み，限定的な情報探索で選考に
臨む可能性がある．このように，意思決定としての特徴を考慮
した個人特性を用いることで，その個人特性が情報探索行動や
結果を予測することが期待できる．
本研究の目的: このような背景から，本研究では就職活動に
おける情報探索行動の個人差を，行動経済学的な個人特性であ
る時間選好とリスク選好を用いて分析する．さらに、これらと
就職活動の結果を併せて分析することで，学生が自らの特性に
応じて効果的に就職活動を進めるための支援的示唆を得るこ
とを目指す．主なリサーチクエスチョン (RQ)は以下の通りで
ある．
• RQ1: 行動経済学的な個人特性によって，就職活動におい
て利用する情報源は異なるか?

• RQ2: 行動経済学的な個人特性によって，就職活動におい
て探索する情報内容は異なるか?

• RQ3: 行動経済学的な個人特性は，就職活動の効率化を学
生個々人に対して支援する際の有用な手掛かりとなるか?

2 関 連 研 究
本章では行動経済学的個人特性と実際の日常行動との関連を
調査した論文として，盛本による「時間割引率および現在バイ
アス性がオンラインゲーム内コンテンツへの課金行動に与える
影響」 [15]を示す．この研究では，オンラインゲームにおける
「課金」行動に焦点を当てている．盛本はこの課金行動を「消費
行動」として捉え，行動経済学的個人特性である時間割引率・
現在バイアス・ナイーブを用いて分析した．ここでは特に，本
研究と強く関連する時間割引率と現在バイアスについて取り上
げる．
時間割引率と現在バイアスは 1章で述べた時間選好の指標で
あり，以下に示すような選択課題を用いて測定される [3]．

Q1：あなたは、ある金額をもらえることになりました。今日か 7 日

後にもらえますが、金額が異なります。もらえる日にちと金額につい
て以下の選択肢「A」または「B」があれば、どちらを選びますか。1
から 9 の全ての組み合わせについて「A」または「B」の二択で回答
してください。

選択肢 A 選択肢 B

1 今日 3,005 円もらう 7 日後 3,014 円もらう
2 今日 3,003 円もらう 7 日後 3,297 円もらう
3 今日 3,008 円もらう 7 日後 3,037 円もらう
4 今日 3,000 円もらう 7 日後 3,000 円もらう
5 今日 3,005 円もらう 7 日後 5,951 円もらう
6 今日 3,009 円もらう 7 日後 3,068 円もらう
7 今日 3,001 円もらう 7 日後 3,119 円もらう
8 今日 3,002 円もらう 7 日後 2,996 円もらう
9 今日 3,008 円もらう 7 日後 3,011 円もらう

Q2：あなたは、ある金額をもらえることになりました。90 日後か
97 日後にもらえますが、金額が異なります。もらえる日にちと金額
について以下の選択肢「A」または「B」があれば、どちらを選びま
すか。10 から 18 の全ての組み合わせについて「A」または「B」の
二択で回答してください。

選択肢 A 選択肢 B

1 90 日後 3,000 円もらう 97 日後 3,118 円もらう
2 90 日後 3,006 円もらう 97 日後 3,000 円もらう
3 90 日後 3,000 円もらう 97 日後 3,009 円もらう
4 90 日後 3,007 円もらう 97 日後 3,301 円もらう
5 90 日後 3,006 円もらう 97 日後 3,035 円もらう
6 90 日後 3,002 円もらう 97 日後 3,005 円もらう
7 90 日後 3,001 円もらう 97 日後 5,955 円もらう
8 90 日後 3,007 円もらう 97 日後 3,001 円もらう
9 90 日後 3,007 円もらう 97 日後 3,066 円もらう

※ Q1，Q2 ともに，実際の回答において，組み合わせの順番はラン
ダムに並び替えられている．

Q1はどの程度の金利がつけば 7日間待つことができるかを
測定し，「せっかちさ」の指標である時間割引率を導く．また，
Q2は 1年後の時間割引率を測定する設問であり，この未来の
時間割引率が Q1の現在の時間割引率と一致しないことを「時
間非整合」と呼ぶ．この時間非整合性の程度を「現在バイアス」
として表す．現在バイアスが強く，先延ばし傾向のある人はQ2
のような「計画時点」での時間割引率が小さく，Q1のような
「実行時点」での時間割引率が大きい．この場合，計画時点で
は我慢強いにもかかわらず，実際にその時点が訪れるとせっか
ちになり，目の前の小さな 7日後の金利ではなく，目の前の小
さな報酬を選択してしまう．
盛本はオンラインゲームにおける課金を「早くシナリオを進

めたい」「早く育成したい」といった衝動性の伴う行動である
と解釈し，時間割引率との関連が見られるとの仮説を立てた．
また，現在バイアスに関してもオンラインゲームの「無料で始
められる」「後天的に課金が発生する」といった特徴と照らし
合わせ，課金と時間非整合性に関連が見られると考えた．加え
て，「ガチャ」と呼ばれるギャンブル性を備えたオンラインゲー
ムのシステムにも着目し，危険回避度 (リスク選好と同意)と課
金行動の関連も検証した．リスク選好も同様に次のような選択
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課題から求められる [4]．
Q3：50%の確率で 10 万円が当たる「スピードくじ」があります。
当たれば、賞金は今日すぐに支払われます。外れた場合、賞金はゼロ
です。あなたは「スピードくじ」をいくらなら買いますか。次の各値
段について、それぞれ買う場合は「1」を、買わない場合は「2」の二
択で回答してください。
[10 円,2,000 円,4,000 円,8,000 円,15,000 円,25,000 円,35,000
円,50,000 円]

盛本はこれらの仮説を検証するために，時間割引率・現在バ
イアス性・リスク選好に加えて，オンラインゲームの経験・オ
ンラインゲームにおける課金行動の有無・所得や生活習慣に関
する項目を含んだ質問紙調査を行った．結果として現在バイア
スの強さと課金行動の関係には有意差が見られ，先延ばし傾向
が強いほど課金しやすいことがわかった．このほかにも，時間
非整合性への自覚の有無を表すナイーブ性と課金行動や喫煙行
動と課金行動の間に関係が見られた．さらに，盛本は人々の行
動をより良い方向へ導くための介入である「ナッジ」の提案を
行っている [8]．具体的には，過剰な課金を防ぐために「課金上
限金額の設定」や「上限金額の変更を複雑なプロセスにするこ
と」が提案されている [15]．

3 手 法
3. 1 調査の概要
就職活動における情報探索行動と行動経済学的な個人特性と
の関係を調べるため，本研究では 2025年 9月から 2025年 10
月にかけて，学生を対象とした質問紙調査を行った．調査はオ
ンライン上で行われ，リクルーティング・調査の実施にはセル
フ型アンケートツール Freeasyを使用した．また，本調査は筑
波大学図書館情報メディア系によって行われた倫理審査の承認
を得ている (通知番号第 25-48)．この調査では，まず始めに 21
歳-26 歳の学生 1629 名に向けてスクリーニング調査を実施し
た．このうち「調査時点で大学 4年生または修士課程（博士前
期課程）2年生である」「2026年度に新規学卒者として入社す
る」「1 年以内に就職活動をした経験があり現在は行っていな
い」と回答し，かつ時間選好のアンケートに不備なく答えてい
る者のみを対象に本調査を実施し，139名の回答を得た．

3. 2 質問紙の構成
3. 2. 1 スクリーニング調査
スクリーニング調査の内容を表 1 に示す．時間選好のアン
ケートは金利がマイナスの選択肢を選択した回答者，時間割引
が双曲割引にも指数割引にも当てはまらない回答者を分析対象
者から除いた．分析対象となった実験参加者については，Q1
において選択肢を金利順に並び替えた際に Aから Bへ変わっ
た番号を時間割引率とし，Q1と Q2における切り替わりの番
号の比を現在バイアスとした．なお，指数割引とは Q1と Q2
の金利が同等である，すなわち，近い将来も遠い将来も同等に
お金を割り引いていることを指し，双曲割引とは Q1の年利よ
りも Q2の年利が低い，すなわち，近い将来より遠い将来を小
さく割り引くことを指す [1]．

表 1 スクリーニング調査の内容
設問内容 (回答方法)

1 性別 (女性，男性)
2 学年 (4 年，修士 2 年，どちらにも当てはまらない)
3 2026 年に大学または大学院を卒業し，企業に就職するか (はい，
いいえ)

4 就職活動の経験 (1 年以内に就職活動をした経験があり現在は行っ
ていない，現在就職活動を行っている最中である，就職活動を行っ
た経験がない)

5 時間選好 (2 章を参照)

表 2 項目の変更 (情報源)

追加 SNS，Web 上の口コミ，生成 AI，インターンシップ，就職ガイ
ダンス (オンライン)

削除 就職情報雑誌，企業から送付された資料

表 3 項目の変更 (情報探索内容)

追加 各企業の職種とその業務内容，各企業でのワークライフバランス，
自分の幼少期や過去

削除 仕事の厳しさ，企業側の電話の対応の仕方，スケジュール管理の仕
方，電話のかけ方企業側の説明の仕方，面接の受け方，一般常識，
敬語の使い方，手紙の書き方，服装

3. 2. 2 本 調 査
本調査の質問紙は「就職活動における情報探索行動」「行動経

済学的個人特性」「就職活動の状況」の 3領域で構成され，こ
れらの関係性を明らかにすることを目的として作成された．
就職に関する情報探索行動：この部分では，下村らの研究 [11]

と，それに基づいて矢崎らが作成した「就職に関する情報探索
行動尺度」を参照した [19]．この尺度は 7つの情報源と 44の情
報探索内容を組み合わせた 91項目で構成されており，各項目
の回答方法には 5件法を用いている (1：全く行わなかった 6：
とても行った)．しかし，2007年に作成されている点や，情報
源と情報探索内容の組み合わせが調査者によって独自に定めら
れている点から，就職活動における情報探索行動の実態をより
正確に測るための改善が必要であると考え，以下のような変更
を加えた．第一に，2025年現在の就職活動に沿った質問項目を
設定するために，学生に対する調査を参考に情報源と情報探索
内容の追加・削除を行った [12] [13]．追加・削除した項目を表 3
に，質問紙調査で利用した項目一覧を表 4，表 5に記載する．
また，各情報探索内容においてどのような情報源が利用され

ているかについて調査するため，設問方法を次のように変更し
た．まず，12項目の情報源と 36項目の情報探索内容の利用度
をそれぞれ独立して尋ねた.選択肢には 6件法を用いた (1：全
く行わなかった 6：頻繁に行った).次に 36項目の情報探索内
容それぞれについてどのような情報源を利用したかを尋ねた.
情報探索内容ごとに利用した情報源は複数回答できるようにし，
「当てはまるものがない」「その他」の回答も設けた.なお、論
文中の表で一部略称ラベルを使用することがあるため、その対
応についても記載する.
行動経済学的個人特性：本研究では行動経済学的個人特性の

うち、時間選好とリスク選好を用いた.時間選好に関してはス
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表 4 情 報 源
略称ラベル 項目名

hp 企業の HP にアクセスした
site 就職サイト（リクナビ・マイナビなど）を使用・

閲覧した
guidance_online オンラインの就職ガイダンスに参加した
guidance_real 対面の就職ガイダンスに参加した
friend 友人と就職活動について話した
self インターネットを用いたり、他者とのコミュニ

ケーションを行わず、自分自身で思考を巡らせ
た

OBOG OB/OG 訪問をした
senior 大学の先輩に就職活動に関する質問をした
sns SNS で就職活動に関する情報を閲覧・検索した
review WEB 上で就職活動に関する口コミ情報を閲

覧・検索した
ai 生成 AI と就職活動について話した
internship インターンシップに参加した

表 5 情報探索内容
略称ラベル 項目名

bc 各企業の事業内容を調べた
occupation 各企業の職種とその業務内容を調べた
future 各企業の方針・今後の動向を調べた
salary 各企業の給与を調べた
culture 各企業の社風を調べた
transfer 各企業の転勤の有無を調べた
career 各企業でのキャリアアップについて調べた
benefit 各企業の福利厚生について調べた
large 各企業の規模・知名度について調べた
labor_condition 各企業の労働条件について調べた
WLB 各企業でのワークライフバランスについて調べた
place 各企業の勤務地について調べた
ricruit_plan 各企業の採用計画について調べた
HR 各企業の人事の人の印象について調べた
atmosphere 各企業の職場の雰囲気について聞いた
OBOG OB/OG の訪問の仕方について調べた
ES ES の書き方について調べた
news 時事問題を調べた
manner 就職活動をする上でのマナー・礼儀について調べた
impression 実際に働いている人の印象を聞いた
search_company 企業研究の仕方を調べた
selfPR 自己 PR の仕方を調べた
society 社会・政治の動向を調べた
economics 経済の動向を調べた
hiring_trends 求人の動向を調べた
international 国際関係の動向を調べた
industry 業界の動向を調べた
capability 自分の能力について考えた
personality 自分の性格について考えた
aptitude 自分の適性について考えた
childhood 自分の幼少期や過去を振り返った
family 家庭環境を振り返った
interest 自分の興味・関心について考えた
want 自分のやりたいことについて考えた
major 自分の専攻と職種との関連について考えた
paren 親の希望を考えた

クリーニング調査の部分を参照されたい.リスク選好の測定に
用いた設問は 2章で示したものと同様である.なお，時間割引

表 6 就職活動に関する項目
内容 回答方法

就職活動に対する満足度 6 件法
入社予定企業への満足度 6 件法
入社予定企業が第 1 志望か はい/いいえ
進路状況 就職先が決まっている/就職

先を選びきれていない
就職活動を始めた時期 年月
就職活動を終了した時期 年月
1 つ目の内定を獲得した時期 年月

2 3 4 5 6 7 8 9
0

10

20

30

40

50

1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0 4.5
0

10

20

30

40

50

60

70

80

1 2 3 4 5 6 7 8 9
0

5

10

15

20

25

図 1 各選好の人数の分布．左から，時間割引率，現在バイアス，リス
ク選好の人数分布である．

率と同様に回答が「買う」から「買わない」へ切り替わった項
目番号を個人のリスク選好の値とし，一度回答が「買わない」
に切り替わった後に，再び「買う」に戻っている回答者は分析
対象外とした.
就職活動に関する項目：個人の就職活動の状況・結果につい

て尋ねた.質問内容は右の表のとおりである.

4 結 果
4. 1 データ収集結果

4. 1. 1 分析対象者に関する情報
本調査回答者 139名のうち，アンケートに不備なく回答して

いる回答者のみを抽出し， 110名の回答を分析対象とした.分
析対象者の性別の内訳は，男性が 25名，女性が 85名であった.
また，学年の内訳は 4年が 97名，修士 2年が 13名であった．
また，分析対象者の時間割引率・現在バイアス・リスク選好

の分布は以下のグラフ 1の通りである．時間割引率は値が大き
いほど，7日後の金利を含んだ大きな報酬よりも目の前の小さ
な報酬を選択しやすいため，時間割引率が高いほどせっかちで
あると言える．また現在バイアスは現在時点の時間割引率と 90
日後の時点での時間割引率の比 (現在時点の時間割引率/90日
後の時間割引率)であるため，値が大きくなるほど現在バイア
スが強く，時間非整合的な選択をしやすい，先延ばし傾向の強
い学生であると言える．また，リスク選好は値が大きくなるほ
どリスク愛好的であることを示す．

4. 1. 2 尺度の検討
本研究では，矢崎らの「情報探索行動尺度」 [19] をもとに，

一部の項目を変更した尺度を用いた．ここで，この変更を加え
た尺度の妥当性を検証するために，各項目の平均利用度を調べ
た．情報源・情報探索内容それぞれの利用度は以下のグラフ 23
の通りである．今回追加した項目は「オンラインの就職ガイダ
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図 3 情報探索内容の平均利用度

ンスに参加した」「OB/OG訪問をした」「SNSで就職活動に関
する情報を閲覧・検索した」「WEB 上で就職活動に関する口
コミ情報を閲覧・検索した」「生成 AIと就職活動について話し
た」「インターンシップに参加した」の 6項目であるが，いず
れも従来の項目と同等の平均利用度を示しており，十分に利用
されていることがわかる．

4. 1. 3 情報探索内容ごとの情報源の利用度
本調査では，情報源と情報探索内容の利用の関係性について
も調べるため，情報探索内容ごとの情報源の利用度に関する設
問を設定した．各情報探索内容について，「全く行っていない」
以外を選択した被験者に，情報源に関する設問と同等の内容か
ら，その情報探索内容を調べる際にどの情報源を利用したかを
複数選択で尋ねた．以下の図 4 は，各情報探索内容について，
「全く行っていない」以外を選択した分析対象者の内，その情
報探索内容を調べる際に各情報源を利用したと答えた分析対象
者の割合を示している．この図を参考に，因子分析を行う．

4. 2 単変数間の相関分析
始めに，行動経済学的個人特性と性別，就職活動結果 (就職
活動自体に対する満足度・入社予定企業に対する満足度)の相
関を調べた．結果をグラフ 5に示す．
時間割引率・現在バイアスと就職活動の結果の相関に有意差
は見られなかった．一方，リスク選好と就職活動に関しては相
関に有意差が見られ，リスク愛好的な学生は就職活動に対する
満足度がやや下がるといった傾向が見られた．また，就職活動
自体の満足度と入社予定企業への満足度は強い正の相関を表
した．
次に，行動経済学的個人特性と情報源・情報探索内容の利用
度の相関を調べた．全体として強い相関は見られなかったもの
の，以下の表 7に示すような中程度の相関関係に有意差が見ら
れた．
時間割引率に関しては，就職サイトの利用度とインターン
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56.4 39.1 10.9 4.5 5.5 7.3 0.9 2.7 8.2 0.9 15.5

53.6 44.5 13.6 5.5 8.2 5.5 0.9 7.3 8.2 4.5 16.4

50.0 27.3 9.1 1.8 6.4 7.3 3.6 3.6 9.1 2.7 10.0

58.2 47.3 13.6 5.5 3.6 5.5 2.7 2.7 11.8 4.5 8.2

51.8 30.9 14.5 1.8 4.5 8.2 2.7 3.6 14.5 1.8 19.1

47.3 33.6 9.1 2.7 3.6 5.5 4.5 2.7 15.5 0.9 12.7

41.8 29.1 11.8 2.7 9.1 7.3 3.6 4.5 12.7 2.7 16.4

59.1 40.0 15.5 6.4 3.6 4.5 3.6 10.0 11.8 1.8 20.0

43.6 38.2 11.8 7.3 5.5 3.6 1.8 11.8 15.5 6.4 4.5

56.4 41.8 13.6 6.4 4.5 6.4 3.6 4.5 11.8 0.9 9.1

49.1 36.4 13.6 5.5 6.4 8.2 3.6 7.3 20.0 2.7 16.4

59.1 39.1 12.7 5.5 4.5 5.5 3.6 6.4 6.4 0.9 10.9

50.0 29.1 8.2 3.6 3.6 5.5 2.7 4.5 4.5 0.0 9.1

22.7 14.5 10.0 1.8 8.2 4.5 2.7 4.5 10.9 0.9 17.3
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6.4 20.9 18.2 19.1 39.1 2.7 7.3 17.3 12.7 23.6 1.8

5.5 8.2 3.6 1.8 10.9 0.9 0.0 12.7 2.7 6.4 2.7

9.1 7.3 7.3 2.7 3.6 0.9 1.8 12.7 4.5 6.4 0.0
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1.8 2.7 4.5 4.5 49.1 3.6 2.7 1.8 0.9 6.4 0.0

10.0 10.9 10.9 20.9 55.5 3.6 5.5 1.8 1.8 17.3 2.7

9.1 16.4 9.1 14.5 53.6 3.6 3.6 2.7 5.5 11.8 3.6

22.7 22.7 10.0 5.5 35.5 4.5 5.5 1.8 3.6 10.0 6.4
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図 4 情報探索内容ごとの情報源の利用度

図 5 各選好・性別・就職活動結果の相関分析

表 7 行動経済学的個人特性と情報源の相関分析 (p < 0.05)

選好 情報源 相関係数 p

時間割引率 就職サイト -0.235 0.0133
時間割引率 インターンシップ 0.190 0.0467
現在バイアス 友人と話した -0.218 0.0223
現在バイアス 生成 AI -0.242 0.0110
リスク選好 生成 AI 0.238 0.0123

シップの参加度との相関が見られ，時間割引率が高い，すなわ
ちせっかちな学生の方がインターンシップの参加度がやや高く，
就職サイトの利用率が低い傾向が見られた．現在バイアスに関
しては友人と話す，生成 AIと話すといった情報探索行動との
相関が見られ，いずれも現在バイアスが強い，先延ばし傾向の
強いの学生の方がこれら利用率が低い傾向が見られた．また，
リスク選好に関しても生成 AIの利用度に差が見られ，リスク
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表 8 行動経済学的個人特性と情報探索内容の相関分析 (p < 0.05)

選好 情報探索内容 相関係数 p

時間割引率 各企業でのキャリアアップ -0.249 0.0088
時間割引率 自分の幼少期や過去 -0.211 0.0270
時間割引率 家庭環境 -0.213 0.0251
現在バイアス 各企業の福利厚生 -0.196 0.0404
現在バイアス 各企業でのワークライフバランス -0.206 0.0309
現在バイアス 自己 PR の仕方 -0.237 0.0126
現在バイアス 自分の適性 -0.239 0.0119
現在バイアス 自分の幼少期や過去 -0.359 0.0001
現在バイアス 家庭環境 -0.265 0.0052
リスク選好 自分の性格 -0.190 0.0465
リスク選好 自分の興味・関心 -0.214 0.0245

表 9 就職活動結果と情報源の相関分析 (p < 0.05)

結果 情報源 相関係数 p

満足度 (就職活動) 企業の HP 0.235 0.0134
満足度 (就職活動) 友人と話した 0.211 0.0272
満足度 (就職活動) インターンシップ 0.349 0.0002
満足度 (入社予定企業) 企業の HP 0.198 0.0376

選好が強く，リスク愛好的な学生ほど生成 AIをよく使用する
傾向が見られた．
情報探索内容と行動経済学的個人特性については，次のよう
な中程度の相関関係に有意差が見られた．まず，時間割引率は
「各企業でのキャリアアップ」「自分の幼少期や過去」「家庭環
境」の探索度合いとの相関を示し，時間割引率が高く，せっか
ちな学生の方がこれらの情報の探索度合いが低くなる傾向が見
られた．次に現在バイアス・リスク選好についても複数の情報
の探索度合いとの相関が見られたが，いずれも負の相関を示し，
現在バイアスが強い，すなわち先延ばし傾向の強い学生ほど
「各企業の福利厚生」「各企業でのワークライフバランス」「自
己 PRの仕方」「自分の適性」「自分の幼少期や過去」「家庭環
境」といった情報探索の度合いが低くなり，リスク選好ではよ
りリスク愛好的な学生の方が「自分の性格について考える」「自
分の興味・関心について考える」といった情報の探索度合いが
低くなる傾向が見られた．
同様に，情報源・情報探索内容の利用度と就職活動結果との
相関を調べた．相関係数，p値を表 9，表 10に示す．
情報源のうち，就職活動自体の満足度と正の相関が見られた
のは「企業の HP」「友人」「インターンシップ」であった．ま
た，入社予定企業に対する満足度と正の相関が見られた情報源
は「企業の HP」であった．
情報探索内容については，「各企業の方針・今後の動向」と
いった企業に関する情報，「自己 PRの仕方」や「業界の動向」
といった就職活動全体に関する情報，「自分の能力」「自分の性
格」「自分の適性」「自分の幼少期や過去」「自分の興味・関心」
「自分のやりたいこと」といった自分自身に関する情報で，就
職活動自体の満足度との正の相関に有意差が見られた．また，
「自分の専攻と職種との関連」についても就職活動自体の満足
度と正の相関が見られた．一方，「親の希望を考える」という情
報探索においてのみ，就職活動自体の満足度と負の相関が見ら

表 10 就職活動結果と情報探索内容の相関分析 (p < 0.05)

結果 情報源 相関係数 p

満足度 (就職活動) 各企業の方針・今後の動向 0.233 0.0142
満足度 (就職活動) 自己 PR の仕方 0.232 0.0148
満足度 (就職活動) 業界の動向 0.204 0.0327
満足度 (就職活動) 自分の能力 0.331 0.0004
満足度 (就職活動) 自分の性格 0.297 0.0016
満足度 (就職活動) 自分の適性 0.286 0.0024
満足度 (就職活動) 自分の幼少期や過去 0.189 0.0477
満足度 (就職活動) 自分の興味・関心 0.331 0.0004
満足度 (就職活動) 自分のやりたいこと 0.255 0.0072
満足度 (就職活動) 自分の専攻と職種との関連 0.198 0.0377
満足度 (就職活動) 親の希望 -0.296 0.0017
満足度 (入社予定企業) 自己 PR の仕方 0.222 0.0198
満足度 (入社予定企業) 自分の能力 0.247 0.0092
満足度 (入社予定企業) 自分の性格 0.269 0.0044
満足度 (入社予定企業) 自分の適性 0.272 0.0040
満足度 (入社予定企業) 自分の興味・関心 0.318 0.0007
満足度 (入社予定企業) 自分のやりたいこと 0.270 0.0044
満足度 (入社予定企業) 親の希望 -0.305 0.0012

れた．入社予定企業に対する満足度についても「自己 PRの仕
方」といった就職活動全体に関する情報，「自分の能力について
考えた」「自分の性格について考えた」「自分の適性について考
えた」「自分の興味・関心について考えた」「自分のやりたいこ
とについて考えた」といった自分自身に関する情報において正
の相関が見られた．また，就職活動自体に対する満足度と同様
に「親の希望を考える」という情報探索においてのみ，負の相
関が見られた．

4. 3 情報探索行動の因子分析
以上から，情報探索行動と複数の項目間において中程度の相

関が認められた．そこで，これらの項目間に共通する潜在的な
構造を明らかにし，変数を集約してその後の分析に用いること
を目的とし，情報源・情報探索内容それぞれについて因子分析
を行った．因子の抽出法には最尤法を用い，因子間の相関を仮
定してプロマックス回転を適用した．因子数の決定にあたって
は，カイザー基準 (固有値 1 以上) およびスクリープロットの
形状をもとに判断した．

4. 3. 1 情報源の因子分析
情報源の因子負荷量を表 11 に示す．情報源に関する 12 項

目について，スクリープロットに基づいて 5因子構造を採用し
た．この時，累積寄与率は 52.4%であった．また，因子負荷量
0.40 以上を基準として各項目に着目すると，第 1 因子は「企
業の HP」「就職サイト」「ガイダンス（オンライン）」「SNS」
「Web上の口コミ」，第 2因子は「ガイダンス（対面）」，第 3
因子は「友人」「大学の先輩」「インターンシップ」，第 4因子
は「OB/OG訪問」，第 5因子は「生成 AI」の因子負荷量が高
くなっていることがわかる．また，「自分自身で考えた」につい
ては，いずれの因子にも十分な負荷量を示しておらず，かつ共
通性も 0.06と低くなっている．
情報探索行動に関しても，情報源と同様にスクリープロット

に基づいて因子数を決定し，7 因子構造を採用した．この時，
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表 11 情報源に関する探索的因子分析の結果（最尤法、プロマックス
回転）．F1～F5 は因子番号を表す．

F1 F2 F3 F4 F5 h2

hp 0.73 -0.04 0.16 -0.13 -0.07 0.58
site 0.92 0.05 -0.18 -0.03 -0.18 0.91

guide_online 0.42 0.18 -0.23 0.38 0.17 0.43
guide_real -0.17 1.00 0.08 0.17 0.16 1.08

friend 0.03 0.13 0.53 -0.11 0.12 0.32
self 0.07 0.21 0.04 -0.05 -0.11 0.06

obog_visit -0.14 0.04 0.19 0.75 -0.09 0.63
senior -0.14 0.05 0.63 0.23 0.01 0.47

sns 0.50 -0.02 0.25 -0.06 0.28 0.40
review 0.75 -0.08 0.00 0.02 0.10 0.58

ai -0.02 -0.02 0.07 -0.08 0.68 0.47
internship 0.19 -0.14 0.41 0.32 -0.13 0.34

SS Loadings 2.47 1.12 1.07 0.94 0.69
Proportion Var 0.21 0.09 0.09 0.08 0.06

Cumulative Var 0.21 0.30 0.39 0.47 0.52

累積寄与率は 55.9%であった．各項目についても情報源と同様
に因子負荷量 0.40以上を基準として解釈すると，第 1因子は
「各企業の事業内容」「各企業の職種と業務内容」「各企業の給
与」「各企業の社風」「各企業の転勤の有無」「各企業の福利厚
生」「各企業の規模・知名度」「各企業の労働条件」「各企業の
ワークライフバランス」「各企業の勤務地」「各企業の職場の雰
囲気」，第 2因子は「ESの書き方」「就職活動をする上でのマ
ナー」「自己 PRの仕方」「自分の能力」「自分の性格」「自分の
適性」「自分の興味・関心」「自分のやりたいこと」「自分の専攻
と職種との関連」，第 3因子は「OB/OG訪問の仕方」「時事問
題」「社会・政治の動向」「経済の動向」「国際関係の動向」，第
4因子は「実際に働いている人の印象」「業界の動向」「親の希
望」，第 5因子は「求人の動向」，第 6因子は「各企業の転勤
の有無」「各企業の勤務地」「家庭環境を振り返った」，第 7因
子は「各企業の事業内容」となった．また，「各企業の方針・今
後の動向」「各企業でのキャリアアップ」「各企業の採用計画」
「各企業の人事の人の印象」「企業研究の仕方」「自分の幼少期
や過去」については，いずれの因子にも十分な負荷量を示さな
かった．「各企業の事業内容」については 2つの因子に 0.40以
上の負荷を示した．

4. 4 重回帰分析
次にこれらの抽出された各因子が満足度に対してどのような
影響を及ぼしているのかを明らかにするため，各因子を説明変
数とした重回帰分析を行う．従属変数は就職活動の結果 (就職
活動に対する満足度・入社予定企業への満足度)である．また，
因子分析の結果，情報源の「自分自身で考えた」の共通性（h2）
は 0.06 と著しく低く，抽出された 5つの因子のいずれに対し
ても十分な負荷量を示さなかった．これは，当該項目が他の外
部情報源（メディアや対人ネットワーク）とは性質が根本的に
異なる，独自の概念（内省的思考や自己決定プロセス）である
ことを示唆している．そのため， 重回帰分析においては，情
報源の因子分析によって抽出された 5因子（因子得点）と情報
探索内容の因子分析によって抽出された 7因子にに加え，この

表 12 情報探索内容に関する因子分析結果（最尤法、プロマックス
回転）

F1 F2 F3 F4 F5 F6 F7 h2

bc 0.50 0.10 -0.13 -0.07 -0.02 0.05 0.49 0.52
occupation 0.70 0.13 -0.16 -0.04 0.03 0.03 0.03 0.54
future 0.17 0.26 0.09 0.23 0.13 -0.01 0.11 0.19
salary 0.87 -0.16 -0.05 -0.06 0.10 -0.01 -0.05 0.81
culture 0.70 -0.06 -0.05 0.03 0.07 0.16 0.18 0.56
transfer 0.45 -0.05 -0.00 0.22 -0.02 0.42 0.02 0.42
career 0.07 0.18 0.07 0.28 0.29 0.18 0.00 0.23
benefit 0.84 -0.02 -0.00 -0.10 0.06 0.05 0.02 0.72
large 0.61 -0.11 0.24 -0.02 -0.02 -0.12 0.16 0.49
labor_condition 0.74 0.09 -0.13 0.07 -0.04 0.04 0.06 0.58
WLB 0.57 0.05 0.01 0.05 0.02 0.07 0.22 0.39
place 0.73 0.02 0.10 -0.24 -0.15 0.52 0.00 0.89
ricruit_plan 0.18 0.03 0.31 -0.13 0.24 0.13 -0.09 0.23
HR 0.31 -0.03 0.19 0.24 -0.15 0.01 0.09 0.22
atmosphere 0.63 0.11 -0.02 0.24 -0.09 0.01 -0.12 0.49
OBOG -0.13 -0.11 0.48 0.28 -0.14 -0.07 0.13 0.38
ES 0.38 0.41 0.11 -0.33 -0.03 -0.23 0.24 0.54
news 0.00 0.09 0.88 -0.14 -0.14 0.19 0.05 0.87
manner 0.28 0.58 0.06 0.08 0.01 -0.12 -0.39 0.59
impression 0.35 0.11 -0.03 0.66 -0.24 -0.05 -0.12 0.65
search_company 0.23 -0.11 0.21 0.19 0.16 0.01 0.18 0.20
selfPR 0.02 0.73 -0.18 -0.10 0.22 0.02 0.08 0.63
society -0.00 0.01 0.82 -0.04 0.09 0.03 -0.11 0.69
economics 0.02 -0.06 0.81 0.12 0.08 0.02 -0.28 0.77
hiring_trends 0.02 -0.17 -0.07 0.00 0.90 0.01 -0.00 0.84
international -0.16 0.02 0.79 0.13 -0.09 -0.02 -0.01 0.67
industry 0.27 -0.05 0.03 0.47 0.30 -0.05 -0.11 0.40
capability 0.04 0.70 -0.03 0.03 0.13 0.02 -0.05 0.52
personality 0.05 0.88 -0.08 0.11 -0.19 0.10 -0.10 0.85
aptitude 0.05 0.82 -0.05 0.03 -0.08 -0.01 0.21 0.73
childhood 0.02 0.39 -0.12 0.28 0.16 0.13 0.21 0.33
family -0.22 0.27 0.12 0.23 0.15 0.50 0.11 0.47
interest -0.13 1.05 0.01 0.10 -0.25 0.09 -0.11 1.20
want -0.10 0.94 0.11 -0.16 -0.20 0.18 0.02 1.00
major -0.05 0.46 0.18 -0.06 0.19 -0.18 -0.06 0.32
paren -0.13 -0.06 0.08 0.41 0.06 0.08 -0.02 0.21
SS Loadings 5.86 5.67 3.42 1.70 1.57 1.01 0.91
Proportion Var 0.16 0.16 0.10 0.05 0.04 0.03 0.03
Cumulative Var 0.16 0.32 0.42 0.46 0.51 0.53 0.56

「自分自身で考えた」を独立した 1変数として投入することと
した。
結果を以下の表 13， 14に示す．
就職活動に対する満足度を従属変数とした重回帰分析では，

決定係数 (R2) は 0.266，自由度調整済み決定係数は 0.140 で
あった．分散分析の結果，回帰モデル全体として有意な適合が
認められた (F (16，93)=2.108，p=0.014)．また，各独立変数
が従属変数に与える影響を検討したところ，情報源の第 3因子
(「友人」「大学の先輩」「インターンシップ」)，情報探索内容
の第 2因子 (「ES の書き方」「就職活動をする上でのマナー」
「自己 PR の仕方」「自分の能力」「自分の性格」「自分の適性」
「自分の興味・関心」「自分のやりたいこと」「自分の専攻と職種
との関連」)が就職活動に対する満足度に正の有意な影響を及
ぼしていた．
入社予定企業に対する満足度を従属変数とする重回帰分析で
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表 13 重回帰分析 (従属変数: 就職活動に対する満足度)
回帰係数 標準誤差 p

const 5.123 0.422 0.000
Src_F1 0.137 0.188 0.468
Src_F2 0.004 0.118 0.974
Src_F3 0.412 0.160 0.012
Src_F4 0.095 0.155 0.543
Src_F5 -0.242 0.151 0.113
Cont_F1 -0.161 0.187 0.391
Cont_F2 0.367 0.153 0.018
Cont_F3 -0.158 0.148 0.289
Cont_F4 -0.143 0.168 0.398
Cont_F5 0.042 0.159 0.790
Cont_F6 -0.141 0.116 0.227
Cont_F7 -0.006 0.149 0.969
switch-1 -0.010 0.054 0.849
p-bias 0.189 0.197 0.341
risk_switch -0.091 0.054 0.097
Q6-6 -0.086 0.091 0.342
調整済み R2：0.14

表 14 重回帰分析 (従属変数: 入社予定企業に対する満足度)
回帰係数 標準誤差 p

const 4.800 0.335 0.000
Src_F1 -0.106 0.161 0.513
Src_F3 0.338 0.149 0.026
Src_F5 -0.180 0.134 0.181
Cont_F1 -0.132 0.170 0.436
Cont_F2 0.421 0.131 0.002
Cont_F3 -0.068 0.122 0.578
Cont_F4 -0.159 0.150 0.289
Cont_F6 -0.063 0.109 0.563
Cont_F7 0.062 0.131 0.636
switch-1 -0.050 0.050 0.316
p-bias 0.254 0.177 0.154
Q6-6 -0.040 0.084 0.633
調整済み R2：0.09

は同数の独立変数では回帰モデル全体の有意性が確保されな
かったため (p=0.121)，ステップワイズ変数減少法に基づき，
有意確率 (p値)の高い変数から順に除外する検討を行った．最
終的に，表に示す 12変数によってモデル全体の有意性が確保
された．修正後のこのモデルでは決定係数 (R2) は 0.193，自
由度調整済み決定係数は 0.093であった．分散分析の結果，F
値は 1.930、有意確率は 0.0397であった．また，各独立変数が
従属変数に与える影響を検討したところ，就職活動に対する満
足度と同じく，情報源の第 3因子 (友人」「大学の先輩」「イン
ターンシップ」)と情報探索内容の第 2因子 (「ES の書き方」
「就職活動をする上でのマナー」「自己 PR の仕方」「自分の能
力」「自分の性格」「自分の適性」「自分の興味・関心」「自分の
やりたいこと」「自分の専攻と職種との関連」)が就職活動に対
する満足度に正の有意な影響を及ぼしていた．

5 考 察
5. 1 分析結果の解釈

5. 1. 1 尺度の検討
本研究では，矢崎ら [19]の「就職における情報探索行動尺度」

を参考に，項目の変更・設問方法の変更行い，質問紙調査を実
施した．その結果，本研究で追加した「オンラインの就職ガイ
ダンスに参加した」「OB/OG 訪問をした」「SNS で就職活動
に関する情報を閲覧・検索した」「WEB 上で就職活動に関する
口コミ情報を閲覧・検索した「生成 AI と就職活動について話
した」「インターンシップに参加した」のいずれの項目も高い
利用度を示しており，現代の就職活動における情報探索行動を
より正確に捉えることができた．これにより，情報探索行動の
研究において，日々変化していく情報利用の実態を逐次に更新
していくことの重要性が明らかとなった．また，設問方法に関
しても，図 4に示すように，情報源と情報探索内容は多対多の
関係性で複雑な組み合わせを形成していることがわかった．調
査者によって独自に組み合わせるのではなく，情報源と情報探
索内容の利用度合いを独立に調査し，加えてその関係性につい
て調査することでより詳細に情報探索行動を捉え，かつ調査対
象者の回答の負担を減らすことができた．

5. 1. 2 情報探索行動の分析
始めに，先述の情報源と情報探索内容の関係性について考察

する．「各企業の事業内容」をはじめ，「給与」，「キャリアアップ」，
「福利厚生」など，各企業の情報については「企業の HP」が最
も使用されていた．また，同様の内容をマイナビ・リクナビと
いった就職サイトを用いて探索している学生も多く見られた．
ただし，各企業情報に加えて，就職サイトは「ES の書き方」
「企業研究の仕方」「専攻と職種との関連」といった広く就職活
動全般に関する情報の探索にもよく利用されており，汎用的な
情報を含む情報源であることがわかった．次に特徴的であった
のは「自分の性格について考えた」「自分の能力について考え
た」「自分のやりたいことについて考えた」といった自分自身に
関する情報である．情報源として「自分自身」が多く選択され
ていたのは言わずもがなであるが，次いで「生成 AIと対話し
た」や「友人と話した」が多く選択されており，一人で考える
だけでなく，対話することによって，自分自身に関する理解を
深めていることがわかった．また，同データを情報源ごとに考
察すると，「OB/OG訪問をした」「大学の先輩に聞いた」「SNS
で閲覧・検索した」の 3つの情報源はいずれの情報探索内容に
おいてもあまり用いられていないことがわかる．OB/OG訪問
や大学の先輩は社会人との個人的な交流に基づいた情報探索
行動であり，「情報源」としての働きではなく，コネクションの
形成のような別の働きを持っている可能性が考えられる．SNS
に関しては，モバイル社会研究所による調査を参照して考察し
たい [10]．20代においてよく利用されている SNSである Xや
Instagramは利用目的において「暇つぶしに使う」がそれぞれ
2位，1位となっており，そもそも情報源として明確な意図を
持って使用されることが少ないことがわかる．そのため「情報
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探索」ではなく「SNSを閲覧する」ことが目的化し，得られる
情報に一貫した特徴が見られないと考えられる．また，「口コ
ミ」や「インターンシップ」については利用率はやや下がるも
のの，HPや就職サイトと同様に各企業の情報を探索する際に
よく使われており，前者のような公的情報の補足として，実際
に働いている人から企業に関する情報を取得しようとしている
ことが読み取れる．

5. 1. 3 行動経済学的個人特性と情報探索行動の関連
次に，RQ1，RQ2 を明らかにするため，行動経済学的個人
特性と情報探索行動の関連について考察する．
情報源：情報源に関しては時間割引率と就職サイト・インター
ンシップの利用度合いに相関が見られた．一般的に，インター
ネットを通して手軽に閲覧できる就職サイトに比べて，複数回
の選考が必要となるインターンシップは，情報源として利用す
るために選考を乗り越える忍耐強さが必要なため，時間割引率
が低い (我慢強い)学生の方がインターンシップの参加率が高い
ことが予想される．しかし，実際の結果では，時間割引率が高
く，せっかちな学生の方がインターンシップの参加度が高く，就
職サイトの利用率が低いことがわかった．この傾向や先述の情
報探索内容との関連を考慮すると，時間割引率が低い学生は就
職活動における最終的な報酬である内定を見据え，就職サイト
のような公的かつ幅広い情報にアクセスしているのに対し，時
間割引率が高くせっかちな学生は「インターンシップへの参加」
を目先の報酬と捉え，就職サイトのような汎用的な情報源への
アクセスが少なくなっている可能性が考えられる．次に，現在
バイアスについては先延ばし傾向の強い学生の方が友人や生成
AIとの対話が少ない傾向が見られた．生成 AIについてはリス
ク選好との相関も見られ，リスク愛好的な学生の方が多く使用
していた．図 4において友人・生成AIとの対話内容の多くが自
分自身に関する情報であったことを鑑みると，より未来志向的
な学生の方が，自分について客観的に捉えようとしていること
が考えられる．また，リスク選好と生成 AIの利用度の関係は
Chatterjee，Eliashbergの研究によって説明できる [2]．この研
究は，新たな製品やサービスの普及率についての Rogersのイ
ノベーション普及理論 (Diffusion of Innovations) [6]に，リス
ク選好などに代表される個々人の意思決定の行動原理を組み込
んだものである．この Chatterjeeらのモデルにおいて，リスク
愛好的な人は「即時採用者 (immediate adopters)」と呼ばれる
タイプに分類され，新たな技術やサービスが生み出された際に
即座にそれらを採用する消費者であるとされている．本研究に
おいても，近年急速な成長を見せている生成 AIに対してリス
ク愛好的な学生の利用度が高い傾向が見られ，これは先述のよ
うな先行研究と合致する結果である．
情報探索内容：次に情報探索内容の利用度と行動経済学的個
人特性との関係である．まず，全体として負の相関が見られた
点に着目したい．時間割引率に代表されるせっかちさ，現在バ
イアスに代表される先延ばし傾向，リスク選好に代表されるリ
スク愛好度のいずれにおいても，突出した情報探索が行われる
のではなく，特定の情報探索が減少することが明らかになった．
特に，時間割引率では「自分の幼少期や過去」「家庭環境」，現

在バイアスでは，同じく「自分の幼少期や過去」「家庭環境」に
加えて「自分の適性」，リスク選好では「自分の性格」「自分の
興味・関心」の項目の探索度合いが低くなっており，それぞれ
に代表される性質が強くなるにつれ，自分自身に関する探索が
減少してしまう傾向が見られた．これらのことからせっかちな
学生や先延ばし傾向の強い学生においては内省を必要とする自
己分析がコストとして捉えられていることが伺える．またリス
ク愛好的な学生においては，将来的なリスクである，自己に関
する探索不足による自分自身と企業とのミスマッチが軽んじら
れていることが考えられる．
その他にはせっかちな学生ほど「各企業でのキャリアアップ」

に関する探索度合いが低い，先延ばし傾向の強い学生ほど「各
企業での福利厚生」や「各企業でのワークライフバランス」に
関する探索度合いが低いといった傾向が見られ，入社後の持続
的な環境に対する情報探索が少なくなっていることが明らかに
なった．

5. 1. 4 情報探索行動と就職活動結果
前セクションでは RQ1，2に従い，行動経済学的個人特性と

情報探索行動の関連について考察した．本セクションでは RQ3
を明らかにするため，情報探索行動と就職活動結果の分析結果
に対する考察を述べる．
単変数間での分析：まずは 12項目の情報源，36項目の情報

探索内容と 2 種類の就職活動結果 (就職活動に対する満足度・
入社予定企業に対する満足度)の相関分析について述べる．
情報源のうち，就職活動結果と相関を示した項目は「企業の

HP」「友人と話した」「インターンシップ」であり，いずれも
正の相関が見られた．特にインターンシップは就職活動の満足
度と強い正の相関を示した．また，この 4つの内「企業の HP」
のみが双方の満足度 (就職活動に対する満足度・入社企業に対す
る満足度)と正の相関を示した．「友人と話した」について，就
職活動不安とソーシャル・サポートについて調査した田原らの
研究では，友人からの情報的及び情緒的サポートと就職活動不
安との間に有意な関連が見られなかったことから [16]，友人と
のコミュニケーションは精神的なアプローチを通して就職活動
の満足度を高めているのではなく，情報探索をサポートする役
割として就職活動の満足度に寄与している可能性が考えられる．
情報探索内容については，就職活動に対する満足度では「自

分の能力」「自分の性格」「自分の適性」「自分の幼少期や過去」
「自分の興味・関心」「自分のやりたいこと」「自分の専攻と職種
との関連」，入社企業に対する満足度では「自分の能力」「自分
の性格」「自分の適性」「自分の興味・関心」「自分のやりたい
こと」の自分自身に関する探索を示す項目がいずれも中程度の
有意な正の相関を示した．一方で，いずれの満足度とも負の相
関を示した唯一の情報探索内容としては「親の希望」が挙げら
れ，対照的な結果が得られた．また，双方の満足度に正の相関
を示した情報探索内容には「自己 PRの仕方」が見られた．こ
れらの結果から，就職活動における満足度を高めるためには自
分自身を深く内省的に見つめるとともに，その伝達まで考慮す
ることが重要であることが考えられる．
重回帰分析を用いた分析：最後に，これらの分析結果を包括
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的に考察するために，情報源・情報探索内容それぞれに対して
因子分析を行い，さらに 2つの満足度を従属変数とした重回帰
分析を行った．重回帰分析では因子分析によって得られた 5つ
の情報源因子と 7つの情報探索内容因子，3つの行動経済学的
個人特性を独立変数とした．双方の満足度において，自由度調
整済み決定係数の値は低かったものの，同様の独立変数，情報
源第 3因子と情報探索内容第 2因子が有意な相関を示し，決定
係数も近しい値であった．情報源第 3因子は「友人と話した」
「大学の先輩に聞いた」「インターンシップに参加した」といっ
た対人関係に基づいた内容であり，情報探索内容第 2 因子は
「ESの書き方」「就職活動をする上でのマナー」「自分の能力」
「自分の性格」「自分の適性」「自分の幼少期や過去」「自分の興
味・関心」「自分のやりたいこと」「自分の専攻と職種との関連」
といった自分自身に関する内省的な情報であった．これらは単
変数間での分析と一致するものであり，コミュニケーションを
通して得られる情報にアクセスすること，自分自身について探
索することが就職活動をする上で重要となっていることがわか
る．また，本章で述べた情報探索行動の分析において，自分自
身についての情報を探索する際に利用する情報源として，「自分
自身で考えた」についで「友人と話した」が選択されていたこ
とや重回帰分析において加えた「自分自身で考えた」の項目が
有意な相関を示さなかったことを考えると，自己に関する情報
を他者からの客観的な視点に基づいて理解することが非常に重
要であると言える．

5. 2 介入の検討
RQ3 について，より具体的な支援として，行動経済学で用
いられる「ナッジ」について検討するため，構造方程式モデリ
ングを用いた分析を行う．特に，本研究ではこれまでの分析で
就職活動や行動経済学的個人特性と強い相関を示した自分自
身に関する情報探索行動に着目し，因果モデルを構築する．検
証する因果モデルはこれまでの考察を踏まえ，次のように定め
た．まず，最終的な従属変数はこれまでと同様に就職活動の結
果 (就職活動に対する満足度・入社予定企業に対する満足度)と
する．次に，独立変数として，因子分析で求めた情報源第 3因
子 (「友人と話した」「大学の先輩に聞いた」「インターンシッ
プに参加した」)，情報探索内容第 2因子 (「ESの書き方」「就
職活動をする上でのマナー」「自分の能力」「自分の性格」「自
分の適性」「自分の幼少期や過去」「自分の興味・関心」「自分
のやりたいこと」「自分の専攻と職種との関連」)，3つの行動
経済学的個人特性を設定した．モデルは行動経済学的個人特性
が情報源・情報探索内容・結果の順に影響を及ぼすもの (図 6)，
行動経済学的個人特性が情報探索内容・情報源・結果の順に影
響を及ぼすもの (図 7)，情報源と情報探索内容が相関関係を形
成するもの (図 8)，情報源と情報探索内容が独立して存在する
もの (図 9)の 4つのモデルを作成した．検証結果のパス図と各
モデルの適合後を表す CFIを以下に示す．
いずれも CFIは 0.5前後であり，不適合となった．相関分析
において見られた他の情報源・情報探索内容との関係性の考慮
や，就職活動における情報探索行動以外の選考などの要素の考

満足度(就職活動)

現在バイアス

Src_F3

-0.18

Cont_F2
0.43***

0.33***

満足度(入社予定企業)

0.29**

リスク選好
-0.09

時間割引率

0.15

図 6 モデル 1(CFI:0.512)
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0.18

0.43***
リスク選好

-0.21*

時間割引率

-0.01

図 7 モデル 2(CFI:0.486)
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満足度(入社予定企業)

0.06
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-0.01

0.25*
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図 8 モデル 3(CFI:0.580)

満足度(就職活動)

現在バイアス

Src_F3-0.18

Cont_F2-0.20

0.18*

満足度(入社予定企業)

0.07

0.25**

0.26**

リスク選好

-0.09

-0.21*

時間割引率

0.15

-0.01

図 9 モデル 4(CFI:0.417)

慮が必要である．一方で，一部のモデルでは，リスク選好や現
在バイアスと情報探索内容，また情報探索内容と満足度との因
果関係が見られた．そのため，これらの選好を測定し，今回変
数として導入した自己探索に代表される情報探索を促すことは
介入策としての効果が期待される．

5. 3 研究の限界
最後に本研究の限界と今後の展望について述べる．第 1 に，

サンプルの偏りと規模の問題である．分析対象者は 110 名と
限定的であり，その内訳も女性が 85名と過半数を占めている
ため，結果を一般化するにはさらなるデータの蓄積が必要であ
る．第 2に，本研究は就職活動を終えた時点での調査である点
である．本来，長期化している就職活動はインターンシップを
受ける時期や，本選考の時期など，時期ごとに異なる情報探索
の必要性がある [18]．しかし，本調査では就職活動終了時点で
の累積的な情報探索行動しか捉えられていない．今後，より実
際の支援に寄与する研究を行っていくには，就職活動の時系列
に沿った情報探索行動やその個人差を明らかにする必要性があ
ると考えられる．第 3に，就職活動の情報探索行動以外の点を
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捉えられていない点である．本研究は情報探索行動と行動経済
学的個人特性に焦点を絞ってその関係性を調査した．しかし，
就職活動は複数回にわたる選考など，情報探索行動以外の要素
も多分に含むものである．そのため，より包括的な就職活動の
モデルとその個人差を分析することが重要である．最後に，就
職後の満足度を捉えられていない点である．就職活動における
ゴールは内定の獲得であるが，その後にも早期離職などの課題
は存在する．より長い視点で「より良い就職活動とは何か」を
考えるため，縦断調査を用いた長期的なデータの収集・分析が
必要であると考えられる．

6 お わ り に
本研究は，新規学卒者の就職活動が早期化・長期化する現状
において，学生個々人の特性に応じた実践的な支援の在り方を
検討することを目的に，行動経済学的な個人特性（時間選好・
リスク選好）が情報探索行動および就職活動の満足度に与える
影響を分析した．本研究を通じて得られた主要な結論は以下の
通りである．
第 1に、現代の就職活動における情報源および探索内容の実
態を捉えるために既存の尺度を更新し，その有効性を確認した．
新たに追加した生成 AIや SNS，オンラインガイダンスといっ
た項目は，従来の企業の HPや就職サイトと同等の高い平均利
用度を示しており，情報の多角化が進む現代の状況をより正確
に反映した分析が可能となった．
第 2 に、行動経済学的特性と情報探索行動との間には有意
な負の相関が認められ，特定の特性が探索の「偏り」を規定し
ていることが明らかとなった．具体的には，現在バイアスが強
く「先延ばし傾向」のある学生ほど，自己分析に関連する探索
（自己 PR、適性、幼少期の振り返り等）の度合いが著しく低い
（現在バイアスと自分の幼少期や過去の相関係数：−0.359）と
いった傾向が見られた．また，時間選好が高い「せっかち」な
学生ほどキャリアアップに関する探索を，先延ばし傾向の強い
学生ほど福利厚生やワークライフバランスといった長期的な就
業継続に関わる情報の探索を避ける実態も示された．
第 3 に，就職活動の満足度を左右する決定要因を特定した．
重回帰分析の結果，対人関係や実体験に基づく「情報源第 3因
子（友人，先輩，インターンシップ）」および，自己理解を深
める「情報探索内容第 2因子（自己分析関連）」が，就職活動
自体および入社予定企業への満足度に対して正の有意な影響を
及ぼしていた．構造方程式モデリング（SEM）による検証（モ
デル 3：CF I = 0.580）からも，行動特性が自己探索行動を媒
介して満足度に影響を与える因果構造の可能性が示唆された．
以上の知見は，就職活動の効率化や質の向上を支援する上で，
一律の情報提供ではなく，学生の意思決定特性に着目した介入
（ナッジ）の必要性を示唆している．特に内省を「コスト」と感
じやすい現在志向的な学生に対しては，生成 AIや友人との対
話といった，客観的視点を容易に得られる手段を初期設定とし
て組み込むなどの支援が有効であると考えられる．
今後の課題として，本研究は 110名という限定的なサンプル

サイズかつ女性に偏った属性での分析にとどまっており，結果
の一般化にはさらなるデータの蓄積が必要である．また，今後
は就職活動の時系列に沿った縦断的調査や．入社後の満足度ま
でを含めた長期的な影響評価を行うことで，より包括的な意思
決定支援モデルへと発展させていくことが望まれる．
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公開研修参加者が変化を実感する要因とは： 
満足度調査からの示唆 
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あらまし  近年，日本において人材を「資本」と捉え企業価値の向上に繋げていく「人的資本経営」が注目され

ている．その中で研修を含む人材育成分野は，近年のリスキリング・学び直しの潮流を背景に，重要性が一層高ま

っている．一方で，現代の研修はスキル向上やキャリア自立を促すことを目的としているものの，その効果が業績

に直結しにくく形骸化するリスクも抱える．受講が義務的な消化に終わり，表面的な理解にとどまって主体的な学

びや実践に活かされないことが課題として指摘されている．また，人材データは公開されにくく，研修効果に関す

る実証研究は発展途上である．そこで本稿では，伝統的な研修効果測定手法のカークパトリックの 4 段階評価モデ

ルを一部改良し，大規模な研修満足度調査データを用いて研修効果が高い受講者の特徴を明らかにした．分析の結

果，受講者が自主性に基づいて参加の意思決定をしていること，受講に際して金銭的な負担を伴っていることの２

点が重要であることが示唆された．今後はこれら２つの要因についてより詳細な分析を行うことで，研修効果の向

上に資する知見が得られると期待される． 

キーワード  研修効果測定，人材育成，アンケート分析 

 

1. はじめに  

近年，日本において人材を「資本」ととらえ企業価

値の向上に繋げていく「人的資本経営」の重要性が高

まっている．企業の原動力は人であり，企業価値の多

くは人材の能力やスキル，エンゲージメントによって

占められていると言える．実際，人的資本の開示や投

資が注目され始めており，2020 年には経済産業省によ

る人材戦略に関する経営指針「人材版伊藤レポート」

が発表され，人材を資本ととらえ戦略的に育成・活用

していくことの重要性が広く認知された [1]．世界経済

フォーラムによると，人的資本経営は Capacity（能力

ストック）， Development（人材育成・能力開発），

Deployment（配置・活用），Know-how（知識・技能の応

用）の枠組みで考えられる [2]．特に人材育成は，近年

のリスキリング・学びなおしの流れの中で，非常に重

要視されている．実際，矢野経済研究所の「企業向け

研修サービス市場に関する調査」では，人的資本経営

に取り組む企業が増え，教育投資の拡充が市場拡大を

後押ししていると指摘されている [3]．従業員の能力向

上や次世代人材の育成，組織力強化に向けた企業の教

育投資は今後も継続すると見込まれ，研修の重要性は

今後さらに高まると考えられる．一方で，現代の研修

はスキル向上やキャリア自立を促しているものの，効

果が業績に直結しにくく形骸化するリスクも抱える．

受講が義務的な消化に終わり，表面的な理解にとどま

って主体的な学びや実践に活かされないことが課題と

いう指摘もある．実際，知識習得までは評価されてい

ても行動変化まで評価していない研修が多く，研修を

行っても知識が増えただけで終わり，仕事場で活かさ

れて業績に至るまで到達していないケースが多いとい

う報告がある [4][5]．  

このように，研修は人的資本投資として大きな期待

を背負いながらも，効果が十分に発揮されないリスク

を抱えている．したがって研修の効果をより高めるた

めには，単なる満足度の把握にとどまらず，その基盤

となる学びに着目し，研修の効果を具体化するととも

に，その影響因子を明らかにすることが重要である．  

そこで本研究では，研修効果を「理解」「気持ちの変

化」「業務効率の変化」という三つのレベルに整理して

測定・分析することで，研修における学びのプロセス

と成果との関係を明らかにし，研修設計や運営の改善

に資する示唆を得ることを目的とする．  

 

2. 関連研究  

2．1 研修効果測定の評価モデル  

従来の研修効果研究では，カークパトリックの四段

階評価モデルが広く用いられている [6]．本モデルは研

修の効果を「反応」，「理解」，「態度・行動の変容」，「組

織への影響」という 4 つの段階から多面的に捉える枠

組みであり，実務への活用のしやすさから長年にわた

って広く用いられてきた．実際に，学術研究のみなら

ず企業実務においても幅広く採用されており，研究結

果を実践に接続しやすいという利点を有する．さらに，

各段階が具体的な指標と対応づけやすく，アンケート

調査や行動データなど多様なデータを用いた実証分析

に適している点も特徴である．  
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2．2 研修効果の測定例  

先行研究では，集合研修で学んだ内容を職場で実践

できるようになる要因を明らかにする調査が行われた

[7]．同研究では，効果的な研修運営を目的として，カ

ークパトリックの「態度・行動の変化」に着目して上

司が行うフォローアップの重要性を検証する分析を行

っている．その結果，フォローアップは常に一様に効

果をもたらすわけではないことや，研修の目的を明確

化することが重要であること，などの示唆を得ている．

一方で，同研究では「態度・行動の変化」に対しては

主に行動の変化に焦点を当てており，受講者の意識や

気持ちの変化については十分に検討されていない．  

 

3. 分析手法  

3．1 使用データ  

3．1．1 データの収集  

本研究で使用するデータは，国立情報学研究所の  

IDR データセット提供サービスにより株式会社 oricon 

ME から提供を受けた「企業研修：公開プログラム」の

満足度調査データである [8]．オリコンは各種顧客満足

度調査を実施しており，本研究ではそのうち研修に関

する調査結果を分析対象とした．データは全国の研修

受講者を対象にアンケート形式で収集されたものであ

り，受講内容，満足度，効果に関する項目が含まれて

いる．なお，本研究では提供を受けた匿名化済みデー

タを二次分析する形で用いた．  

 

3．1．2 データの概要  

取得したデータから扱う項目を抽出した．12 カテゴ

リ 94 の変数を使用した．カテゴリは，属性を表すもの

（性別・年齢・回答者とその家族の業種・回答者の職

業・世帯年収・個人年収・結婚の有無・同居している

人）と様々な項目ごとの満足度（満足度評価），研修の

モチベーションに関係があると考えられるもの（参加

のきっかけ・費用の負担方法）がある．満足度評価に

関しては，20 の総合満足度に加え，それを構成する 14

項目の細かい満足度がある．これらは 4 つのグループ

に分けることができ，それらは，「学び」，「講師の質」，

「研修の運営」，「教材」である．今回の論文では，研

修の効果を高める示唆を得るという目的に沿って，学

びに関して注目し分析を行う．表のとおり研修効果の

レベルを，「理解→気持ちの変化→業務効率の変化」と

分けたが，これを先ほどの満足度における学びグルー

プとつなげると「研修内容が参考になったか」がレベ

ル 1，「研修後の気持ちの変化」がレベル 2，「研修後の

業務効率の変化」がレベル 3 となる．  

 

3．2 研修効果のレベル定義  

研修効果測定の「気持ちの変化」と「業務効率の変

化」の要素をそれぞれ定量的に表すために，カークパ

トリックの 4 段階評価モデルに基づき，データセット

中の満足度小項目である「研修後の気持ちの変化」と

「研修後の業務の変化」を代替変数として扱った．  

カークパトリックの 4 段階評価モデルと本研究で用

いる研修効果レベルとの対応関係を以下の表 1 に示す． 

 

表 1 カークパトリックモデルと本研究で用いる  

研修効果レベルの比較  

 

3．3 分析手順  

分析手順は以下の 3 段階で行った．  

第一に，受講者の変化に影響を与える因子の探索を

行った．  

第二に，重要因子の関係について確認した．  

第三に，研修効果が高いと考えられる理想的な受講

者の属性について特定した．以下に，各手順について

記述する．  

3．3．1 受講者の変化に影響を与える因子の探索本

研究では，目的変数を満足度という 1 点から 10 点の

カテゴリ変数にするため，3 段階以上の順序付きカテ

ゴリを扱う順序ロジスティック回帰を用いた．これに

よりどのような要素がそれぞれの学びレベルに影響を

与えるのか，特徴量の全体的・平均的な効果を明らか

にした．目的変数は，気持ちの変化，と業務効率の変

化であり 2 つのモデルを構築した．それぞれ用いた説

明変数は同じであり，エリアや性別，回答者とその家

族の業種，回答者の職業，結婚の有無などといった属

性カテゴリや，参加のきっかけ，費用の負担方法など

の研修参加形態に関するカテゴリを用いた．  

 

3．3．2 重要因子の関係についての確認  

順序ロジスティック回帰の結果より抽出した重要

だと思われる因子について，回帰分析ではとらえられ

カークパトリックモデル  本研究  

第 1段階  研修に対する反応  

研修に満足したか  

（本研究では研修効果を直接表

さない総合満足度は分析対象外） 

第 2段階  理解度  

研修内容を理解で

きたかどうか  

レベル 1  理解度  

同様に知識の理解度を

確認  

第 3段階  態度・行動の変化  

学んだことを実務

で実際に使ったか  

レベル 2  気持ちの変化  

「認識的変化」から「感

情的変化」へ焦点化  

レベル 3  業務効率の変化  

実務で効率が高まった

か  

（行動そのものではな

く，その成果としての効

率改善に注目）  

第 4段階  組織への影響  

組織全体の業績や

成果に与える効果  

（本研究では外部要因に左右さ

れやすい組織レベルは扱わず，個

人レベルに焦点化）  
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にくいカテゴリ間の関係性や傾向を補足的に検討する

ため，クロス集計で分布を確認した．  

 

3．3．3 理想的な受講者属性の特定  

クロス集計により重要性が示唆された因子につい

て，どのような属性を持つ受講者が該当するかを明ら

かにするため，ロジスティック回帰を行った．これに

より，研修効果が高い受講者の属性的特徴をより明確

に把握することを試みた．  

 

4. 分析  

4．1 受講者の変化に影響を与える因子の探索  

順序ロジスティック回帰の結果の上位一部を表 2 に

示す．  

 

表 2 順序ロジスティック回帰における影響度上位の変数  

 

 

「気持ちの変化」と「業務効率の変化」のいずれに

おいても，研修参加における自主性の度合いが高い受

講者ほど研修効果が高い傾向が確認された．また，受

講料の負担方法や職種・業種が研修効果に関係する可

能性が示唆された．  

特に「自主的に参加」した受講者が変化を起こしや

すいと示唆されたため，以下では研修参加のきっかけ

に着目した分析を行った．加えて，受講料の負担につ

いては，「全額自己負担」や「全額会社負担」よりも「一

部自己負担」の影響が相対的に大きいことに関して，

事前の想定とは異なる結果が得られた．  

この点についても，その要因を検討するため，参加

のきっかけと同様に追加的な分析を行った．  

 

4．2 重要因子の関係についての確認  

「気持ちの変化」と「業務効率の変化」について，

順序ロジスティック回帰において重要であると示唆さ

れた「参加のきっかけ」と「受講料の負担方法」で分

けて分布を確認するためのクロス集計の結果を表 3 と

表 4 に示す．  

 

 

 

表 3  「気持ちの変化」における参加のきっかけ×費用負担方法  

負担方法  

／参加きっかけ  

自主的に参

加  

同僚に誘わ

れて参加  

上司の命令

で参加  

全額自己負担  7．4888  7．2592  6．2592  

全額自己負担（法人割引）  7．3333  6．4210  6．8571  

会社＋一部自己負担  7．7809  7．1173  6．8518  

全額会社負担  7．5335  7．0052  6．5264  

 

表 4 「業務効率の変化」における参加のきっかけ×費用負担方法  

負担方法／  

参加きっかけ  

自主的  

に参加  

同僚に誘わ

れて参加  

上司の命令

で参加  

全額自己負担  7．4333  7．3703  6．2592  

全額自己負担（法人割引）  7．0606  6．6315  7．0714  

会社＋一部自己負担  7．7243  7．1173  6．6543  

全額会社負担  7．4307  6．9876  6．4056  

 

「自主的参加」「同僚に誘われて参加」「命令参加」

の順に大別され，その中でも自主的参加では一部自己

負担での受講が最も高かった．また，一部自己負担は

他の参加きっかけでも高水準であり，全額会社負担が

最上位となるケースは見られなかった．  

これらの結果から，自主性の度合いが高いほど受講

後の変化が生じやすい傾向であることが分かった．こ

の知見を踏まえ，自主的に研修に参加する受講者がど

のような属性的特徴を持つのかについて，データセッ

トから得られる範囲で分析を行うこととした．  

 

4．3 理想的な受講者属性の特定  

変化が生じやすいと示唆された自主性をもって研

修に参加する人の特徴を明らかにするため，「自主的に

参加」を目的変数にしたロジスティック回帰分析を行

った．その推定結果の一部を表 5 に示す．  

 

表 5 「自主的に参加」を目的変数にした  

ロジスティック回帰の影響変数  

 変数名  係数  P 値  オッズ比  

1 全額自己負担  1．7154  0．000  5．559127  

2 会社一部負担  1．2773  0．000  3．586899  

3 法人価格  1．2166  0．000  3．375601  

4 子供と同居  0．3396  0．000  1．404337  

5 金融業  -0．2982  0．006  0．742139  

 

自主的参加には全額会社負担以外の負担方法（全額

自己負担・一部自己負担・法人価格）は「自主的に参

加」に対して，正の影響を示した．対照分析として「命

令で参加」を目的変数とし，同一の説明変数を用いて

ロジスティック回帰を行った結果，職種や業種，エリ

アといった属性要因が影響している一方で，受講料の

負担方法が影響している可能性が低いことが示された． 

これらの結果から，研修参加における自主性の度合

いには，受講料の負担が関係している可能性が示唆さ

れた．  
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5. 考察  

5．1 自律的な学習動機の重要性  

これらの結果は，従業員の「自律的な学習動機」を

いかに高めるかが，研修効果の向上において重要な鍵

となることを示唆している．Deci and Ryan の自己決定

理論によれば，人は自らの意思で行動を選択している

と認識できる状況において，より高い学習意欲と成果

を示すとされている [9]．本研究において「自主的に参

加」した受講者ほど研修後の変化が大きかったという

結果は，この理論的枠組みと整合的である．  

また，受講料の負担方法に関して，全額会社負担よ

りも自己負担（全額・一部・法人価格）を伴う形態に

おいて研修効果が高い傾向が確認された点は，金銭的

な投資が研修参加における「自己選択の証拠」として

機能し，自律的な学習動機を補強する可能性を示して

いる．すなわち，一定の自己負担を伴うことで，受講

者自身が研修参加を能動的に選択したという認識が強

まり，学習への関与度が高まると考えられる．この点

について，Bietenbeck らは，自己負担比率の違いによ

って効果の大きさは変動するものの，金銭的投資を行

うことで投資回収意識が高まり，研修をより真剣に受

講するようになる結果，学習効果が向上する可能性を

指摘している [10]．一方で，サンクコスト回収の観点か

らは，自己負担額が大きいほど研修効果が一様に高ま

ることも想定されるが，本研究の結果は必ずしもその

ような単調な関係を示していない．このことは，金銭

的負担が一定水準を超える場合には，心理的負担や期

待水準の上昇といった要因が作用し，学習効果との関

係が非線形となる可能性を示唆している．  

本研究の結果は，こうした先行研究の知見とも概ね

整合的であり，研修制度設計において受講料の負担方

法が，受講者の動機づけを媒介として研修効果に影響

を及ぼし得ることを示唆している．  

 

5．2 研修効果の向上に資する研修設計の施策案  

これらの示唆から，実務的に活用可能な知見は 2 点

得られた．  

1 点目は「自主的な参加を促すこと」の重要性であ

る．本研究では，自主的に研修へ参加した受講者ほど

研修後の変化が大きいことが示されており，この結果

は，自己決定理論における「自律的な選択が高い学習

効果を生む」という知見と整合的である．自主性は研

修効果に直接的に寄与する一方で，組織側がどのよう

に介入し，受講者の自主的判断を引き出すかという制

度設計上の課題も併せて示している．  

2 点目は「受講料を会社が全額負担しないこと」で

ある．受講者に一定の自己負担を求める研修制度は，

向上心の高い人材を選別する機能を持ち，結果として

研修効果に間接的に寄与する可能性が示唆された．ま

た，受講料の自己負担は研修参加における「自己選択

の証拠」として機能し，受講者の自律的な学習動機を

補強し，学習への関与度や真剣度を高める可能性があ

る．  

以上より，研修効果の向上には，従業員の「自律的

な学習動機」が重要な役割を果たしていることが示唆

される．実務的には，「自主性を引き出す仕組み」と「一

定の自己負担を伴う研修費用設計」を両立させた制度

設計が有効であると考えられる．具体的には，参加者

が研修を自ら選択できる余地を残しつつ，過度ではな

い自己負担を伴う研修制度を設計することが，研修効

果を高める一つの方策となり得る．  

 

5．3 今後の展望  

今後の展望としては，自主的参加の促進にどのよう

な介入が有効かを検証する必要がある．たとえば，上

司からの推薦やキャリア面談での支援が自主性を高め

るのか，それとも自律的選択の妨げとなるのかといっ

た点について，さらなる定量的・定性的研究が求めら

れる．また，どの程度の受講料負担が最も効果がある

のかといった点や，研修効果と自主性・費用負担方法

の因果関係についてもさらなる分析の余地がある．  

本研究では提供していただいたデータを用いて研

修効果に関する分析を行ったが，大学の講義などの学

生の学習データを収集・分析することも，学習・教育

の観点から有益な示唆が得られると考える．具体的に

は，履修のきっかけや授業参加率，取り組んだ課題の

成果などを用いて，自主性と受講前後の変化との関係

を明らかにできる可能性がある．アンケート設計をお

こなうことで，アンケートデータを用いた分析の発展

にも寄与できると考えられる．  

また，本研究においてはテキストデータを用いた補

足的な分析も行った．しかし，自由記述回答には短い

文章が多く，文脈をもった意味のある記述が限られて

いたため，有益な示唆を得ることが難しい側面があっ

た．さらに，大量の自由記述をその他回答の情報と照

合しながら分析するには相応の時間を要するという課

題も確認された．これらの課題が克服され，大量の短

文自由記述を迅速かつ体系的に処理することが可能と

なれば，従来の量的分析では捉えきれなかった視点か

らの仮説構築や，新たな示唆の創出につながる可能性

がある．  

 

6. おわりに  

本研究は，効果的な研修のあり方を明らかにするこ

とを目的に，研修の満足度を分析したものである．分

析で得られた知見として，「受講者の自主性」と「受講
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者の金銭負担」が重要であると示唆された．これより，

従来そのように想定されてきた事柄が，データ分析を

通じてより明確になったと考えられる．加えて，本研

究の結果は，現場での実践や今後の更なる分析の基礎

となることが期待される．また，本研究では主に量的

分析を用いたが，今後はアンケートにおける短文自由

記述データの活用が挙げられる．特に，1 文程度の短

い自由記述を大量に収集する形式のアンケートは，回

答者の負担が小さいためデータを集めやすく，実務上

も有用であると考えられる． 1 文アンケートのような

大量の短文コメントを有益な情報を保持したまま，迅

速に分析することが可能となれば，人事領域にとどま

らず，マーケティングなど他分野への応用可能性も広

がると考えられる．   

 

7. 謝辞  

本研究の中核となる貴重なデータを提供いただい

た株式会社 oricon ME および，国立情報学研究所の IDR

データ提供サービスに心より感謝申し上げます．  

 

参 考 文 献  

[1] 伊藤邦雄 ,”人材版伊藤レポート”,2020. 

[2] 世 界 経 済 フ ォ ー ラ ム ,”Measuring Human 

Capital”,2021. 

[3] 矢野経済研究所 ,”企業向け研修サービス市場に関

する調査”,2025. 

[4] Dita Nīmante1, Maija Kokare, Sanita Baranova1, and 

Svetlana Surikova,” Transferring Results of 

Professional Development into Practice: A Scoping 

Review”,2025. 

[5] Shishi Wu, Imara Roychowdhury and Mishal 

Khan,”Evaluations of training programs to improve 

human resource capacity for HIV, malaria, and TB 

control: a systematic scoping review of methods 

applied and outcomes assessed”,2017. 

[6] Kirkpatrick，D．L.”Techniques for evaluating training 

programs”, Journal of the American Society of 

Training Directors,13,21-26,1959. 

[7] 小 薗  修 , “ 効 果 的 な 社 員 研 修 に つ い て の 考

察” ,2008. 

[8] 株式会社 oricon ME “顧客満足度調査データ，”  

国立情報学研究所情報学研究データリポジトリ ,  

2024. https://doi.org/10.32130/idr.10.1 . 

[9] Edward L.Deci and Richard M. Ryan,”Intrinsic 

motivation and self-determination ”,1985. 

[10] Jan Bietenbeck, Andreas Leibing,Jan Marcus and 

Felix Weinhardt,”Tuition fees and educational 

attainment”,2023. 

7K-03 DEIM2026

- 7K-03 -

https://doi.org/10.32130/idr.10.1


段階評価データの分布形状差に着目した非類似度指標と

ウェルビーイングデータ分析への応用

萩田 碧偉† 山崎綾一郎† 山岸 祐己†,††,††† 青木 成樹†††† 橋本 正洋††††,†††††,††††††

† 静岡理工科大学 〒 420–0857 静岡県静岡市葵区御幸町 20 M20 11F

†† 浜松医科大学 〒 431–3129 静岡県浜松市中央区半田山 1-20-1

††† 株式会社良品計画 〒 112–0004 東京都文京区後楽 2-5-1

†††† マリンオープンイノベーション機構 〒 424–0922 静岡市清水区日の出町 9番 25号 清水マリンビル 2階
††††† 法政大学 〒 102–8160 東京都千代田区富士見 2-17-1

†††††† 東京科学大学 〒 152–8550 東京都目黒区大岡山 2-12-1

E-mail: †{2218089.ha,2421028.yr,yamagishi.yuki}@sist.ac.jp

あらまし 本研究では，段階評価 (リッカート尺度)データにおける属性集団間の評価傾向の差を，平均などの単一

統計量ではなく評価分布の「形状差 (偏り・裾の重さ)」として捉えるため，Jarque–Bera統計量に基づく歪度・尖度

差を標準化して統合した非類似度指標 Jarque–Bera距離を提案する．さらに，属性別集計で避けがたい小標本・不

均衡標本の影響を扱うため，有効標本サイズに基づく標本サイズ補正 (DJB−SD)と，上限制御を導入した安定化版

(DJB−SDcap)を併せて定式化する．提案指標について，まずシミュレーションにより偽陽性率と検出力を評価し，「形

状差をどの程度安定に検出できるか」と「標本規模差が挙動にどう現れるか」を整理する．次に MovieLens 評価デー

タを用いて，距離行列の整合性とクラスタ構造の整合性を比較し，均衡条件では比較手法と整合しつつ，不均衡条件

では補正の設計に由来する差分が距離構造として顕在化することを示す．最後に静岡市ウェルビーイングデータへ適

用し，歪度・尖度に基づく解釈可能な属性クラスタが得られること，ならびに標本サイズ補正が小標本属性の過敏な

孤立を抑え得ることを確認し，行政アンケートに対する実務的な適用可能性を検証する．

キーワード 非類似度指標，分布間距離，モーメント，リッカート尺度，ウェルビーイング

1 は じ め に

行政や企業などにおいて，住民・顧客の満足度や意識を把握

するためのアンケート調査は広く用いられている．これらの調

査では，回答負担の低さと集計の容易さから，1～5 などの段

階からなる段階評価 (リッカート尺度 [5])が採用されることが

多い．

一方で段階評価データは，属性集団ごとや設問項目ごとに観

測される評価分布の形状が異なり，平均値等の単一の基本統計

量だけでは，偏りや尖り，二極化といった分布形状の差異を十

分に捉えられない課題がある．したがって，段階評価アンケー

トの分析においては，単一の基本統計量に依存せず，分布の形

状差を直接比較できる枠組みが求められている．

多数の分布を横断的に比較する枠組みとして，非類似度指標

が用いられる．これらは分布全体の差異を単一尺度に要約でき，

属性集団や設問項目を横断した比較・可視化に有用である．一

方で既存指標の多くは，算出手順が複雑であるため，非専門家

においては解釈性や説明性に懸念が残る．また，パラメータ設

定の必要性に加え，属性別集計では各集団の標本サイズが小さ

くなりやすく，さらに集団間で標本規模が不均衡になりやすい．

このとき，各集団で分布の推定精度 (ばらつき)が異なるため，

偶然に生じた差を差異として過大評価した比較につながるおそ

れがあり，標本サイズの影響を明示的に扱える枠組みが求めら

れる．

本研究では，歪度・尖度という少数の形状指標に基づき，

Jarque–Bera(JB) 統計量 [3] の考え方を「2 標本の分布差」へ

拡張した Jarque–Bera (JB)距離を提案する．提案手法は特に

行政などの実務利用を想定し，(i) 結果の解釈性・説明性が高い

こと，(ii) 小標本・不均衡標本における推定誤差 (標本サイズの

影響)を距離設計として明示的に取り込めることを狙いとする．

本稿ではまず，提案する JB距離と比較手法 (CMD，W1)を

述べる．次に，シミュレーションにより段階評価データでの偽

陽性率・検出力を確認する．続いて，MovieLensデータで比較

手法との距離構造・クラスタ構造の整合性を評価し，実データ

における妥当性と差分を整理する．最後に，静岡市ウェルビー

イング調査へ適用し，実務データでの解釈可能性と運用上の示

唆を述べる．

2 提 案 手 法

2. 1 JB統計量

Jarque–Bera(JB)統計量は正規性検定のための統計量である

が，その構造は「分布形状を表す歪度・尖度を，推定誤差 (標準

誤差)で標準化した上で統合する」設計として理解できる．JB

統計量は
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JB =
n

6
S2 +

n

24
(K − 3)2 (1)

で与えられる [3]．ここで S は標本歪度，K は標本尖度 (正規

分布の基準値は S = 0, K = 3)である．

正規分布下では Var(S) ≈ 6/n, Var(K) ≈ 24/n が成り立つ

ため，標準誤差は SE(S) ≈
√

6/n, SE(K) ≈
√

24/n と近似

できる．

このとき，正規分布の基準値からのずれを標準誤差で割った

標準化量 (Z スコア)として

ZS =
S − 0√
6/n

=

√
n

6
S,

ZK =
K − 3√
24/n

=

√
n

24
(K − 3)

(2)

を導入すると，式 (1)は

JB = Z2
S + Z2

K (3)

と書ける．すなわち JB統計量は，「歪度・尖度のずれを推定誤

差で標準化し，それらの大きさを二乗和として統合した量」で

ある．本研究ではこの考え方を，正規分布からの乖離度の定量

化ではなく，2つの分布間の形状差の定量化へ拡張する．

2. 2 2標本分布への拡張：形状差の標準化

2 つの標本分布 X,Y の標本サイズを nX , nY，標本歪度を

SX , SY，標本尖度を KX ,KY とする．分布形状の差は歪度差

(SX − SY )および尖度差 (KX −KY )で捉えられるが，小標本

では S や K の推定誤差が大きく，単純な差のみでは偶然差を

過大評価し得る．そこで JB統計量と同様に，観測された形状

差を推定誤差で標準化して評価する．

2標本が独立であると仮定すると，分散の加法性より差の分

散は

Var(SX − SY ) ≈ 6

nX
+

6

nY
,

Var(KX −KY ) ≈ 24

nX
+

24

nY

(4)

と近似できる．したがって，2標本の歪度差・尖度差に対する

標準化量を

Z(SX−SY ) =
SX − SY√

6/nX + 6/nY

,

Z(KX−KY ) =
KX −KY√

24/nX + 24/nY

(5)

と定義できる．これらは「観測された形状差が，推定誤差 (標

準誤差)に対してどの程度大きいか」を表す量であり，小標本・

不均衡標本では分母が大きくなるため，同じ形状差でも過度に

大きく評価されにくいという直観と整合する．

2. 3 提案指標：標本サイズ補正付非類似度指標

前節で導入した標準化差 Z(SX−SY ) および Z(KX−KY ) に基

づき，本研究では 2 標本分布間の形状差を表す非類似度指標

を提案する．本稿ではこの指標ファミリを JB距離 (Jarque–

Bera dissimilarity measure；DJB) と総称し，まず標本

サイズの影響を考慮する主指標として DJB−SD(sample-size

dependent；標本サイズ依存型) を定義する．

本手法では，標準化差ベクトル (Z(SX−SY ), Z(KX−KY )) を

単一尺度に要約するため，その L2 ノルムとして

DJB−SD(X,Y ) =
√

Z2
(SX−SY ) + Z2

(KX−KY ) (6)

を定義する．

式 (6)を展開すると，分母に 1
nX

+ 1
nY
が現れることが分か

る．ここで調和平均に基づく有効標本サイズ

neff =
2

1
nX

+ 1
nY

(7)

を導入すると，式 (6)は

DJB−SD(X,Y ) =

√
neff

12
(SX − SY )2 +

neff

48
(KX −KY )2

(8)

と整理できる．

式 (8)は，歪度差・尖度差を推定誤差に基づくスケーリング

で調整しつつ，それらを単一の非負尺度として統合しているこ

とを明確にする．特に neff は調和平均に基づくため，不均衡標

本では小さい方の標本サイズの影響が大きく反映され，小標本

側の不確かさが距離に与える過大評価を抑制しやすい．なお，

複数分布を横断的に比較する場合，neff は分布対ごとに異なり

得るため，不均衡標本を含む比較ではスケーリング差が距離構

造に影響し得る．一方で，標本規模が概ね同程度の比較ではス

ケーリングはほぼ共通となり，形状差そのものと同様の距離構

造を与える場合がある．

また，本指標は非負性，対称性 DJB−SD(X,Y ) =

DJB−SD(Y,X) を満たす一方で，同一性および三角不等式

を常に満たす保証はないため，厳密には距離ではなく非類似度

指標として位置づけられる．ただし，文脈に応じて広義の「距

離」と表現する場合がある．

2. 4 提案指標：参照指標と上限制御付き指標

形状差そのものを標本サイズに依らず同一基準で比較するた

め，参照指標として DJB−SI(sample-size invariant；標本

サイズ不変型) も併用する．DJB−SI は式 (8)においてスケー

リングを除いた形であり，

DJB−SI(X,Y ) =

√
1

12
(SX − SY )2 +

1

48
(KX −KY )2

(9)

と定義する．本指標は，形状差 (歪度差・尖度差)のみを評価す

る基準として用いる．

さらに，大標本領域では推定誤差の改善が逓減し得るにもか

かわらず，DJB−SD が neff により機械的に増大し続ける可能

性がある．そこで，本研究ではスケーリングを上限で打ち切る

DJB−SDcap(sample-size dependent with capped；上限制

御付き標本サイズ依存型) を導入する．ñeff = min(neff , ncap)

として
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DJB−SDcap(X,Y ) =

√
ñeff

12
(SX − SY )2 +

ñeff

48
(KX −KY )2

(10)

を導入する．

2. 5 比較手法：CMDおよびW1

本稿では，提案手法の比較対象として，Central Moment

Discrepancy(CMD) [8] とWasserstein-1距離 (W1) [7] を用い

る．いずれも標本分布 (経験分布) から算出可能な分布間距離

(非類似度指標)である．

■ CMD

CMDは，平均および高次中心モーメント差を次数ごとに評

価して統合する指標である．標本 X = {xi}nX
i=1，Y = {yj}nY

j=1

に対し，標本平均 x̄, ȳ と deg 次中心モーメント

Cdeg(X) =
1

nX

nX∑
i=1

(xi−x̄)deg, Cdeg(Y ) =
1

nY

nY∑
j=1

(yj−ȳ)deg

(11)

を用いると，有限区間 [a, b]で正規化した CMDは

CMDDeg(X,Y ) =
1

|b− a| ∥x̄− ȳ∥2

+

Deg∑
deg=2

1

|b− a|deg ∥Cdeg(X)− Cdeg(Y )∥2

(12)

として計算できる．本稿では既定値に従い Deg = 5を用い，

区間 [a, b]は実験設定に応じて与える．

■ W1

W1 は最適輸送 [4]に基づく分布間距離であり，本稿では経験

分布

P̂X =
1

nX

nX∑
i=1

δxi , P̂Y =
1

nY

nY∑
j=1

δyj (13)

に対するW1(P̂X , P̂Y )を用いる．コスト関数はC(x, y) = |x−y|
とする．

1次元では最適輸送に単調性が成立するため，線形計画を解か

ずとも厳密に計算できる．具体的には，X∪Y の昇順ユニーク値

を z1 < · · · < zL とし，各点の質量を pℓ =
1

nX
#{i : xi = zℓ}，

qℓ = 1
nY

#{j : yj = zℓ} とおく．累積質量 Pℓ =
∑ℓ

u=1 pu，

Qℓ =
∑ℓ

u=1 qu を用いると

W1(P̂X , P̂Y ) =

L−1∑
ℓ=1

∣∣Pℓ −Qℓ

∣∣ (zℓ+1 − zℓ) (14)

と表される．式 (14)は，標本を昇順にソートし，小さい方から

質量を対応付けてコストを積算する (ソート＋貪欲マッチング)

計算と等価である．

3 評価実験 1：シミュレーションによる偽陽性率・
検出力評価

本節では，提案する JB距離 (DJB-SD, DJB-SI)が，分布形

状差 (歪度・尖度)をどの程度検出できるかを，シミュレーショ

ンにより検証する．特に，(i) 分布差が存在しない帰無条件に

おける誤検出の生じやすさ (偽陽性率)，および (ii) 形状差が存

在する対立条件における検出のしやすさ (検出力)を評価する．

比較対象として CMD(区間 [1,5])およびW1 を用いる．

3. 1 設 定

段階評価データを想定し，値域 [1, 5] の離散値標本 X,Y を

用いる．基準として標準正規分布 (平均 0・標準偏差 1・歪度 0・

尖度 3) の分布を取り，帰無条件では同一形状，対立条件では

表 2に従い，標本 Yの歪度・尖度を変化させて連続値標本を生

成する．生成した標本は 5段階に離散化して 1 ∼ 5のデータと

する．

サイズ条件は表 1の 6条件 (均衡 3，不均衡 3)，形状差条件

は表 2の 6条件 (歪度差のみ／尖度差のみ／両方差，それぞれ

小・大)とする．なお離散化処理により尖度差が観測上特に小

さくなりやすいため，尖度差「大」を相対的に大きく設定した．

表 1 サイズ条件 (nX , nY )

ケース (nX , nY )

S1 (100, 100)

S2 (1000, 1000)

S3 (10000, 10000)

S4 (100, 500)

S5 (100, 1000)

S6 (100, 10000)

表 2 形状差条件 (小／大)

種別 小 大 備考

歪度差 0.5 1.0 尖度は基準値に固定

尖度差 0.5 2.0 歪度は基準値に固定

両方差 (0.5, 0.5) (1.0, 2.0) (歪度差，尖度差)

3. 2 しきい値と評価指標

本節では，距離がしきい値を超えた場合に「分布差あり」と

判定し，その超過率として偽陽性率および検出力を推定する．

しきい値は帰無条件 (X,Y 同分布) で距離を反復計算し，95

パーセンタイルを採用した．反復回数は各条件でR = 10000回

とする．目的に応じて次の 2種類のしきい値を用いる：

• 基準しきい値 Tref：均衡・大標本 (S3)で推定したしきい値

を，全サイズ条件 (S1–S6) に共通適用する．これにより，

標本規模差 (小標本・不均衡)に対する誤検出の上振れを比

較する．

• 条件別しきい値 T(nX ,nY )：各サイズ条件ごとに推定した

しきい値を，同一条件に適用する．これにより，サイズ条

件の違いを揃えたフェアな検出力比較を行う．

偽陽性率は帰無条件下で Tref を超えた割合として推定する．

検出力は対立条件下で T(nX ,nY ) を超えた割合として推定する．

なお，DJB-SD とDJB-SI はスケーリングの関係から T(nX ,nY )

による評価では等価となるため，本稿ではこれらをまとめて
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DJB(T(nX ,nY )) として扱う．一方で補正の影響を確認するた

め，Tref を用いた DJB-SD と DJB-SI の差も併せて評価する．

3. 3 結果と考察

■偽陽性率

図 1 偽陽性率: 基準しきい値 Tref (S3 で推定)，R = 10000

図 1に，偽陽性率の結果を示す．基準しきい値 Tref を全サイ

ズ条件に共通適用した場合，DJB-SD は S1–S6の広い範囲で偽

陽性率が概ね 0.05 付近に保たれ，標本サイズ補正により偶然

差の過大評価が抑制されることが確認できる．一方，DJB-SI

および CMD，W1 は，基準条件 (S3)ではしきい値設定上 0.05

となるが，小標本・不均衡条件では偽陽性率が大きく上振れし

得る．これは，基準条件 (大標本・均衡)で得た比較的小さいし

きい値を，推定誤差の大きい条件へ流用するストレステストで

あるためであり，標本サイズの影響を明示的に扱う必要性を示

す結果である．

■ 検 出 力

図 2 検出力 (両方差大)：条件別しきい値 T(nX ,nY )，R = 10000

図 2 に，代表的な形状差条件として両方差 (大) の検出力を

示す．条件別しきい値 T(nX ,nY ) を用いたフェアな比較では，

DJB(T(nX ,nY ))は小標本・不均衡条件を含む多くのサイズ条件

で CMDおよびW1 と同程度，あるいはそれらを上回る検出力

を示した．また，基準しきい値 Tref で DJB-SD と DJB-SI を

比較すると，DJB-SI の方が高い傾向が見られ，標本サイズ補

正は偽陽性率を抑制する一方で検出力を一定程度抑えるトレー

ドオフを持つことが分かる．

なお，連続値および形状差条件に加え，平均・分散が変動す

る連続値混合条件においても同様の傾向を確認しているが，本

稿では段階評価データを主対象とするため詳細は省略する．

4 評価実験 2：MovieLensによる比較手法との整
合性評価

本節では，MovieLens 32M1 [1] のジャンル別評価分布を用

い，提案手法 JB距離が既存の分布間距離とどの程度整合する

かを検証し，整合性 (類似性)および差分 (新規性)を整理する

ことを目的とする．

4. 1 データと設定

MovieLens 32M は 0.5–5.0 の 10段階からなる映画評価デー

タである，ジャンル別に評価分布を構成できる．本実験では，標

本サイズ上位 10ジャンル (G10)を対象とし，各ジャンルから

H = 3 個のサブ分布をサブサンプリングで作成する (G10H3)．

「ジャンル×サブ分布」(計 30分布)間の距離行列を構成し，凝

集型階層クラスタリング (群平均法)を適用する．

実験手法は JB 距離 (DJB−SD, DJB−SI , DJB−SDcap)，

CMD(区間 [0.5, 5.0])，および W1 とする．DJB−SDcap の上

限制御は ncap = 10000(暫定設定)とした．

本実験で用いるサンプルサイズ条件を表 3に示す．均衡条件

(B1–B3)では各サブ分布の標本サイズを同一とし，不均衡条件

(I1–I3) では各サブ分布の標本サイズを {n1, n2, n3} の 3 水準

に割り当てて規模差を導入する．

表 3 標本サイズ条件 (G10H3)

種別 条件 標本サイズ (各サブ分布の n)

均衡

B1 n = 1000

B2 n = 10000

B3 n = 50000

不均衡

I1 n ∈ {100, 500, 1000}
I2 n ∈ {100, 1000, 10000}
I3 n ∈ {5000, 10000, 50000}

以降では，代表として均衡・大標本条件 (B3)と，不均衡条

件 (I2，I3)に絞って結果を示す．なお，B3では JB距離 3種

は補正係数による定数倍関係となり距離構造・クラスタ構造が

一致するため，表では DJB−SD のみを掲載する．また I2 では

ncap = 10000の設定により DJB−SD = DJB−SDcap となるた

め，同様に省略する．

4. 2 評 価 指 標

距離構造の整合性は Mantel 相関 rM [6] により評価する．

Mantel 相関は，2つの距離行列の対応要素 (上三角要素)間の

相関を測る指標であり，値が大きいほど「分布同士の近接関係

(距離構造)」が類似することを意味する．

またクラスタ構造の整合性は，階層クラスタリング結果の一

致度を Adjusted Rand Index(ARI) [2] により評価する．ARI

1：https://grouplens.org/datasets/movielens/
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は 2つのクラスタ割当の一致度を偶然一致を補正して測る指標

であり，値が大きいほどクラスタ構造が類似することを意味す

る．本稿では，大域構造に対応する二分割 (Cl = 2) に絞って

報告する．

さらに補助的に，ジャンル名を外部参照に基づく擬似真ラベ

ルとみなし，復元度 (擬似真ラベル ARI)を評価する．具体的

には，同一ジャンル由来のサブ分布同士が優先的に近接し，同

一クラスタにまとまりやすいかを測ることで，距離構造が外部

ラベル (ジャンル) と整合する度合いを外部妥当性 (補助評価)

として確認する．

4. 3 結果と考察

■距離構造の整合性 (Mantel相関)

表 4 距離構造の整合性：Mantel 相関
手法ペア B3 I2 I3

(DJB−SD, CMD) 0.974 0.260 0.854

(DJB−SD, W1) 0.973 0.217 0.860

(DJB−SI , CMD) – 0.679 0.950

(DJB−SI , W1) – 0.613 0.954

(DJB−SDcap, CMD) – – 0.955

(DJB−SDcap, W1) – – 0.958

表 4 に Mantel 相関の結果を示す．均衡条件では，JB 距離

と比較手法 (CMD，W1) の相関が高く，距離構造 (近接関係)

が概ね整合する結果を示した (例：B3 では rM ≈ 0.97)．こ

の結果は，実データにおいても JB 距離が比較手法と同様の

近接関係を一定程度再現し得ることを示し，整合性の観点

から妥当性を支持する．一方，不均衡条件 (特に I1,I2) では

DJB−SD の整合性が低下するのに対し，DJB−SI は相対的に

高い整合性を維持しており，標本規模差を距離に反映させる設

計の違いが距離構造の差として顕在化することが分かる．さ

らに I3 では，上限制御を導入した DJB−SDcap が比較手法と

の整合性を高める場合があり (例：(DJB−SD,CMD) = 0.854，

(DJB−SDcap,CMD) = 0.955)，大標本域での距離の過度な増

大を抑える設計が距離構造の極端化を緩和し得ることが示唆さ

れる．

■クラスタ構造の整合性 (手法間 ARI)

表 5 クラスタ構造の整合性：手法間 ARI(Cl = 2)

手法ペア B3 I2 I3

(DJB−SD, CMD) 1.000 0.187 1.000

(DJB−SD, W1) 1.000 0.187 1.000

(DJB−SI , CMD) – -0.034 1.000

(DJB−SI , W1) – -0.034 1.000

(DJB−SDcap, CMD) – – 1.000

(DJB−SDcap, W1) – – 1.000

表 5 に手法間 ARI の結果を示す．均衡条件では，大域的

な二分 (Cl = 2) では一致しやすい一方で，ジャンル粒度

(Cl = G) では一致度が中程度に留まる場合がある．(例：

B3 で (DJB−SD,CMD) は Cl = 2 で 1，Cl = 10 で 0.458)．

すなわち，均衡条件では大域構造は整合しやすいが，細かな結

合順序には手法差が残り得る．

不均衡条件では，Cl = 2 の一致度が低下し負となる例も見

られ (例：G10H3/I2で (DJB−SI ,CMD) = −0.034)，「どのま

とまりを先に二分するか」という大域構造から手法差が現れや

すい．これは前段のMantel 相関における距離構造差と整合的

であり，不均衡下では距離構造の差分がクラスタ構造の差とし

て可視化されることを示す．

■外部妥当性：復元度 (擬似真ラベル ARI)

表 6 補助評価：擬似真ラベル (ジャンル) に対する復元度 (ARI)

手法 B3 I2 I3

DJB−SD 0.499 0.102 0.328

DJB−SI – 0.040 0.261

DJB−SDcap – – 0.252

CMD 0.912 0.102 0.373

W1 0.865 0.097 0.638

表 6に復元度 (擬似真ラベル ARI)の結果を示す．不均衡条

件では DJB−SD が DJB−SI を上回る (例：I3で 0.328>0.261)

場面が見られる．距離構造の整合性 (表 4) やクラスタ構造の

整合性 (表 5) が DJB−SI より低い条件でも DJB−SD の復元

度が高くなり得ることは，DJB−SD が不均衡標本下で比較手

法とは異なる距離構造を形成しつつ，外部参照 (ジャンル) に

照らして有利に働き得る差分を持つ可能性を示唆する．一方

で DJB−SDcap は整合性を高める一方，復元度が必ずしも向上

しない場合もあり (I3で 0.252)，整合性と外部妥当性の間にト

レードオフが生じ得る可能性に留意が必要である．

5 評価実験 3：ウェルビーイングデータへの適用

本実験は，提案手法を行政アンケート (ウェルビーイングデー

タ)に適用し，実務的な分析道具として有用かを検証する．実務

データにおいて，提案手法が (i) 属性集団が「評価傾向の類似

性」に基づいて解釈可能なクラスタを形成するか，(ii) 分布形

状 (歪度・尖度)に基づく特徴が既存手法 (CMD，W1)とは異な

る形で可視化されるか，(iii) 標本サイズを考慮する DJB−SD，

および上限制御を導入した DJB−SDcap が，小標本属性を含む

集計においてどのように振る舞うかを中心に確認する「実務的

検証」に位置づけられる．

5. 1 データ概要と分析設定 (属性別)

静岡市が令和 6年 1 月に実施した，16 歳以上の市民を対象

とする地域幸福度に関する満足度調査データ (全 47項目，5段

階)を用いる．評価に欠損のある回答者は除外し，有効回答者

数は 2305名であった．

各回答者は，区別・性別・年代・性年代・職業・家族構成の

6分類について，それぞれ 1つずつ属性ラベルを同時に持つ (1

人あたり計 6属性)．このとき性年代 (例：10代女性)は性別 ×
年代から派生する分類であり，年代別 (10代)や性別 (女性)と

独立ではない．一方で区別・職業・家族構成は性年代ほどの派

生関係を持たず，概ね独立な分類として扱える．したがって，

属性別分析で扱う各属性群は相互に排反な集合とは限らず，属

性群どうしが回答者レベルで重なり得る点に留意する．
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属性は全 38属性に加えて全回答データを全体属性として含

めた計 39 種類であり，属性集団の規模は最小 15 人 (10 代男

性)，最大 2305人 (全体)である．

実験手法として DJB−SD，DJB−SI，DJB−SDcap，CMD(区

間 [1,5])，W1 を用いる．クラスタリングは距離行列に対して

凝集型階層クラスタリング (群平均法)を適用し，クラスタ数は

属性の大分類が 6分類であることを踏まえて実験的に 6クラス

タに固定した (クラスタ数の最適化は今後の課題)．

クラスタの形成理由を解釈するため，回答者数 (N)，標本サ

イズ (回答者数 ×項目数)，平均，標準偏差，歪度，尖度，およ

び段階別比率 (P1 ∼ P5)を算出し，併せて参照する．

5. 2 結果：DJB−SD による属性クラスタの解釈

図 3に DJB−SD による属性別デンドログラムを，表??に 6

クラスタに対応する各属性の基本統計量を示す．以下では，デ

ンドログラムで得られたクラスタ構造を起点に，各統計量を用

いて「なぜ同一クラスタか」を確認し，実務上のラベル付けを

行う．
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図 3 属性別デンドログラム (DJB−SD，群平均法，6 クラスタ)

■ Cl.A1：現役世代 (やや低評価寄り・ばらつき大)

20～40代と同年代の性年代 (20代～40代男女)がまとまる．

歪度は相対的に高め (負の偏りが弱い～0近傍)で，低評価側 (1

～2)も一定程度含まれやすい．尖度は相対的に小さめで特定段

階への集中が強くなく，標準偏差が大きめとなる傾向とも整合

する．

■ Cl.A2：若年・学生 (高評価側集中)

10代，10代男女，学生がまとまる．歪度が強く負になり，高

評価側 (4～5)に回答が集まりやすい傾向を示す．本クラスタに

は N = 15 の小標本属性 (10代男性)が含まれるが，DJB−SD

では小標本ゆえの偶然差が過敏に孤立しにくく，同傾向の若年・

学生クラスタに統合されている点が重要である．

■ Cl.A3：代表的属性 (中庸)

葵区・清水区，男性，社会人など標本サイズの大きい主要属

性がまとまる．歪度・尖度が中程度で分布形状が標準的なまと

まりであり，実務的には基準群として他クラスタを相対比較す

る起点となる．

■ Cl.A4：高齢男性・1人暮らし・無職 (中心集中・相対的に

やや低評価寄り)

80歳以上男性，無職，1人暮らしがまとまる．歪度は相対的

表 7 DJB−SD による属性別クラスタ (6クラスタ)と基本統計量 (回

答者数，標本サイズ，平均，標準偏差，歪度，尖度，段階別比率

P1 ∼ P5)

に高めで低評価側の厚みが残りやすい一方，尖度が高めで中心

(特に 3付近)への集中が示唆される．属性としては「定年後＋

独居」に近い層が含まれており，実務上は孤立・生活支援など

の観点と関連づけて読み解く余地がある．

■ Cl.A5：高齢層 (中心集中・相対的にやや高評価寄り)

70 代，60 代女性・70 代男女，専業主婦・主夫が含まれる．

尖度が高めで中心集中傾向を共有しつつ，Cl.A4より歪度が負

側で，高評価側への集中が相対的に強い．

■ Cl.A6：全体近傍 (中庸・全体に近い)

全体属性，駿河区，女性，50～60代など主要属性を含む．歪

度・尖度が中程度で極端ではないが，「全体属性に近い」まとま

りとして分離したと解釈できる．

以上より，DJB−SD による属性別クラスタリングでは，属性

的に説明可能なまとまりが得られ，歪度・尖度を併用すること

でクラスタの意味づけが比較的容易であった．

5. 3 他手法との比較

本節では，DJB−SD(図 3) で解釈した 6 クラスタを基準に，

CMDおよびW1，他 JB距離指標でクラスタ構造がどのように

再編されるかを手法ごとに整理する．ここでの差分は「良い/悪

い」の序列ではなく，各手法が距離として強調する情報 (形状
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差／水準差／累積比率差／標本規模差)の違いとして解釈する．
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図 4 属性別デンドログラム (CMD，群平均法，6 クラスタ)

00.050.10.150.20.250.30.35

パート・アルバイト
家族と同居(配偶者のみ)
60代
70代
60代女性
70代女性
50代男性
無職
70代男性
1人暮らし
60代男性
全体
50代女性
葵区
家族と同居(配偶者,子ども)
家族と同居(子どものみ)
駿河区
女性
清水区
男性
50代
40代
40代女性
社会人
20代
20代女性
80歳以上
専業主婦・主夫
80歳以上女性
80歳以上男性
30代
30代女性
30代男性
40代男性
20代男性
10代
10代女性
学生
10代男性

	C
u
t	
=
	0
.0
8
9

図 5 属性別デンドログラム (W1，群平均法，6 クラスタ)
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図 6 属性別デンドログラム (DJB−SI，群平均法，6 クラスタ)
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図 7 属性別デンドログラム (DJB−SDcap，群平均法，6 クラスタ)

■ CMD：水準差・ばらつき差が効き，形状ベースの境界が

再編される

図 4はCMDによる属性別クラスタリング結果である．CMD

は平均から高次中心モーメントまでの差を統合するため，歪度・

尖度 (形状差)に加えて平均水準やばらつき差も距離へ寄与し，

DJB−SD で形成された「形状の近さ」による境界が再編され得

る．例えば，現役世代クラスタ (Cl.A1)から相対的に平均が低

い 30代・30代男性・40代男性が分離してまとまりを形成し，

一方で平均が高い属性 (20代女性，80歳以上関連，専業主婦・

主夫)が年齢帯をまたいで同一クラスタへ統合される場面が見

られる．また，若年・学生クラスタ (Cl.A2)から最小属性 (10

代男性，N = 15)が分離・孤立することがあり，小標本の偶然

差がクラスタ構造に反映されやすい点に留意が必要である．し

たがって CMDは「水準差も含めた総合的な分布差」で整理し

たい場合に有用だが，「偏り・集中 (歪度・尖度)を軸に説明した

い」場合には DJB−SD と異なるセグメント化を与え得る．

■W1：累積分布差 (段階比率差)が強調され，端の比率差で

孤立しやすい

図 5はW1 による結果である．1次元のW1 は累積分布差を

距離として反映するため，段階評価では段階比率 (特に端の段

階を含む比率差)がクラスタ形成要因として強く効く．その結

果，10代男性 (Cl.A2)や 20代男性 (Cl.A1)が単独で分離・孤

立しやすい．前者は P5 が相対的に大きく，後者は P1 が相対的

に大きいなど，特定段階の比率差が距離へ直接反映される帰結

として理解できる．また，平均が高めの群 (20代，20代女性，

80歳以上関連，専業主婦・主夫)が再編される場面もあり，こ

れは端の比率差だけでなく累積分布の全体差 (分布中心のずれ

を含む)として近接した結果と解釈できる．したがってW1 は

分布差を素直に反映する一方，差異の要因 (端の比率差／中心

のずれ／小標本ゆえの偶然変動)を基本統計量と併読して判断

する必要がある．

■ DJB−SI：標本サイズ補正がないため，小標本の形状差が

前面に出て孤立しやすい

図 6は DJB−SI による結果である DJB−SI は標本サイズ補

正を持たないため，歪度・尖度の推定誤差 (特に小標本で大き

い)がそのまま距離に反映され，形状が相対的に特異に見える属

性が分離・孤立しやすい．例えば，若年・学生クラスタ (Cl.A2)

から 10代男性 (N = 15)が分離したり，現役世代内でも 30～

40 代男性が枝分かれするなど，「形状差が出やすいが推定は不

安定」な属性が距離構造を左右する場面が生じ得る．したがっ

てDJB−SI は形状差を強調して特異群候補を抽出する参照軸と

して有用だが，小標本属性の解釈には慎重さを要する．

■ DJB−SDcap：大標本同士 (または大標本と他群)の距離の

過度な増大を抑え，主要クラスタの統合を促し得る

図 7は DJB−SDcap による結果である DJB−SDcap は有効標

本サイズに上限を導入することで，大標本領域で距離が標本規

模に応じて過度に増大する挙動を緩和する設計である．その

結果，DJB−SD で独立していた大標本属性中心のクラスタ (代

表的属性 Cl.A3)と，全体近傍クラスタ (Cl.A6)が統合される

など，距離構造が相対的に「圧縮」され得る．一方で，主要ク
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ラスタが統合されると (クラスタ数を固定している条件では)

境界属性が押し出されて分離・孤立が生じる場合があるため，

DJB−SD の結果に対して「大標本が構造を支配していないか」

を点検する補助軸としての位置づけが考えられる．

5. 4 考 察

本実験では，ウェルビーイングデータの属性別集計に対し，

提案手法 (DJB−SD, DJB−SI , DJB−SDcap)と比較手法 (CMD，

W1) で距離行列を構成し，階層クラスタリング (群平均法，6

クラスタ固定)により実務上の解釈可能性と手法差を確認した．

DJB−SD は歪度 (偏り) と尖度 (集中) という形状指標を軸

に，属性的に説明しやすいクラスタ (例：現役世代，若年・学

生，高齢層，全体近傍など)を与え，小標本属性を含む状況で

も標本サイズ補正により過敏な分離・孤立が生じにくい点が実

務上の利点として整理できる．

一方で CMD は平均・ばらつき差を含む中心モーメント差

を，W1 は累積分布差 (段階比率差)を強調するため，DJB−SD

の形状ベースの境界が再編され得る．この差分は優劣ではなく，

「何を距離として強調するか」の違いとして理解でき，実務で

は DJB−SD を基準に，CMD・W1 を別視点の参照軸として重

ねる補完運用が有効である．

JB距離指標内部では，DJB−SI は補正なしのため小標本の形

状差が距離へ反映されやすく，DJB−SDcap は大標本領域での過

度な距離増大を緩和する補助軸となる．したがって，DJB−SD

を基準に，DJB−SI で特異群候補を点検し，DJB−SDcap で大

標本支配の有無を点検する，という使い分けが自然である．

なお，本節はクラスタ数を 6に固定しているため，クラスタ

数の最適化や孤立クラスタの扱いは今後の課題である．

6 お わ り に

本研究では，段階評価 (リッカート尺度)データにおける属性

集団間の評価分布差を，平均値などの単一指標では捉えにくい

「分布形状差」として扱うため，歪度・尖度に基づく非類似度

指標 JB 距離を提案した．具体的には，形状差の大きさを歪度

差・尖度差の統合として定量化する DJB−SI に加え，標本規

模差の影響を距離に織り込む DJB−SD，および大標本域での

過度な距離増大を抑える DJB−SDcap を定式化した．

シミュレーション (実験 1) では，DJB−SD が小標本・不均

衡条件で偽陽性率の上振れを相対的に抑えつつ，多くの条件で

比較手法と同等以上の検出力を示し，形状差検出に有効であ

ることを確認した．MovieLens(実験 2)では，均衡条件で比較

手法 (CMD，W1) と高い整合性を示す一方，不均衡条件では

DJB−SD の設計差が距離構造・クラスタ構造の差として顕在化

し，復元度 (擬似真ラベル ARI)の観点で DJB−SD >= DJB−SI

となる場面も確認された．ウェルビーイング調査 (実験 3)では，

DJB−SD が歪度 (偏り)・尖度 (集中)に基づき解釈しやすい属

性クラスタを与え，小標本属性の過敏な孤立を相対的に抑え得

ることを示した．以上の結果は，JB距離が平均値などの単一

の基本統計量だけでは捉えにくい評価傾向の違いを，歪度 (偏

り)・尖度 (集中)という形状差として要約し，距離行列とクラ

スタとして提示できることを意味する．

以上より，JB 距離は (i) 歪度・尖度という少数の形状指標に

基づき解釈可能な分布差を与える点，(ii) 標本規模差を考慮す

る設計により，小標本・不均衡を含む実務データでも距離構造

を安定化し得る点を特徴とする非類似度指標として位置づけら

れる．

実務上は，(i)属性別に「誰が似た傾向か」をセグメントとし

て整理し施策対象の説明に接続する，(ii)項目別に「何が似た

課題・強みか」を棚卸しして論点整理や優先順位付けの起点を

与える，(iii)項目 ×属性別に「誰の・何の課題か」を特定して
施策ターゲットの具体化へつなげる，といった単位での活用が

想定される．ただし項目×属性の分割は小標本化を招き得るた
め，標本規模と推定誤差に留意し，必要に応じて CMDやW1

を併用して「水準差を含む分布差」「段階比率差」の観点を補

完することが望ましい．

今後の課題として，ncap の適切な設定やクラスタ数の選定，

ならびに多峰性など歪度・尖度だけでは捉えにくい分布差への

対応が挙げられる．
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あらまし 大規模言語モデル（LLM）を意思決定支援に応用するには，LLMの意思決定特性を明らかにし，制御する
手法の確立が重要である．本研究では，リスク選好および時間選好を表す形容詞をプロンプトに含めることで，LLM
の意思決定特性の変化を分析した．GPT-4oと Llama3.2を対象とした実験の結果，GPT-4oではリスク愛好的な形容
詞により損失回避係数が上昇し，現在志向な形容詞により時間割引率が上昇するなど，形容詞の意味と一致する変化
が観察された．一方，Llama3.2では形容詞による選好制御が限定的であった．本研究は，形容詞を用いたプロンプト
設計により LLMの意思決定特性を制御できる可能性を示した．
キーワード LLM，行動経済学，リスク選好，プロスペクト理論，時間選好，双曲割引モデル

1 は じ め に
1. 1 研 究 背 景
近年，大規模言語モデル（Large Language Models; LLM）
は急速に発展し，文章生成や要約，対話応答，情報検索支援，
コード生成など多様なタスクにおいて活用されている．さらに，
意思決定のドメインにおいても LLMが活用される事例が存在
する．例えば，Chiangらは，人間の集団意思決定において，「悪
魔の代弁者」と呼ばれる，議論に反対意見を述べるような LLM
を導入し，集団意思決定プロセスがどのように変化するのかを
検証している [1]．また，Kitadaiらは，大規模言語モデル駆動
型マルチエージェントシミュレーション（LLMs-driven MAS）
を用いて最後通牒ゲームを行い，人間の実験結果を再現する研
究を行っている [2], [3]．
このような研究動向の中で，LLMを意思決定支援や行動シ
ミュレーションに応用するためには，モデルがどのような意思
決定特性を内部的に備えているのかを明らかにすることが重要
である [4]．すなわち，LLMが不確実性や遅延報酬を伴う選択
課題に対してどのような判断傾向を示すかを明示的に測定し，
人間の行動に関する理論的枠組みとの対応関係を検討する必要
がある．
行動経済学の分野では，人間の意思決定に影響を与える心理
的要因をリスク選好，時間選好，社会選好という三つの観点か
ら分析することが一般的である [5]．本研究では，個人の意思決
定において特に影響を与えうるリスク選好と時間選好の二つに
着目する [3]．リスク選好とは，人間が不確実性を伴う選択に対
してどの程度リスクを取るか，あるいは回避するかを示す指標
である [6]．リスクを取る傾向が強い場合リスク愛好的であり，
逆にリスクを避ける傾向が強い場合はリスク回避的とされる．
リスク回避的な意思決定は，安全性や確実性を重視する心理的
傾向に基づくものであり，一方でリスク愛好的な選択は，報酬

の大きさや挑戦意欲を重視する心理的傾向に基づくものである．
一方，時間選好とは，人間が将来の利益を現在の利益よりもど
の程度重視するかを示す指標であり [7]，将来の利益を重視する
場合には割引率が低く，逆に目先の利益を優先する場合には割
引率が高くなる．
近年，これらの理論枠組みを用いて，LLM が人間の意思

決定パターンをどの程度再現できるかを検証する研究が行
われている [4], [8], [9]．例えば，Jia らは，商用の複数モデル
（ChatGPT-4.0-Turbo，Claude-3-Opus，Gemini-1.0-pro）を
対象に，選択リスト形式で質問を与え，その回答を元に「リス
ク選好」「確率加重」「損失回避」という行動経済学の三つの要
素をどの程度示すのかを測定している [4]．同様に，吉川らは，
LLMに対してペルソナを与え，リスク選好や時間選好がどの
程度表出されるかを測定している [8], [9]．
しかし，既存研究の多くは，LLMが元から備える選好構造

を「観察的に測定する」段階にとどまっており，特定の意思決
定特性をモデルに対して意図的に付与し，その影響を体系的に
評価する手法は十分に検討されていない．

1. 2 研 究 目 的
以上の背景から，本研究では LLMの内部的な意思決定特性

を行動経済学の理論枠組みに基づいて測定し，さらにプロンプ
ト設計を通じて特性を付与・調整する方法を検討する．これに
より，LLMが人間の意思決定特性をどの程度再現できるかを
明らかにし，意思決定モデルとしての LLMの特性を実証的に
分析することを目的とする．この目的を達成する方法として，
本研究では Imasaka ら [10]の手法に着目した．彼らは，特性
を表す形容詞をプロンプトに含めることで LLM の性格的傾向
を制御できる可能性を示している．このような手法を応用すれ
ば，リスク選好や時間選好を LLMに付与・調整することが理
論的に可能であると考えられる．
本研究では実際に，GPT-4oと Llama3.2を対象として，リ
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スク選好および時間選好を表す形容詞をプロンプトに含める
ことで，選好がどのように変化するかをパラメータ推定によっ
て分析した．条件として，選好を表す形容詞を一つ与えた場合
と二つ与えた場合，選好の異なる形容詞を同時に与えた場合の
三つの条件で実験を行った．その結果，GPT-4oではリスク愛
好的な形容詞により損失回避係数 λ が上昇し，現在志向の形
容詞により時間割引率 k が上昇するなど，形容詞の意味と一
致する方向へのパラメータの変化が観察された．また，同じ選
好の形容詞を二つ与えても効果が累積しないこと，選好の異な
る形容詞を同時に与えると片方の選好が優勢になったり，互い
の選好を打ち消し合ったりすることも明らかになった．一方，
Llama3.2では多くの条件で，提示する選択肢を入れ替えた場
合の回答の一致度が低く，形容詞の意味と矛盾した変化も観察
され，形容詞に応じて選好を変化させる能力が LLM によって
異なることが明らかになった．これらの結果から，意思決定特
性を表す形容詞をプロンプトに含めることで LLM のリスク選
好および時間選好を一定程度制御できることが示された．

2 関 連 研 究
2. 1 LLMの意思決定特性と行動経済学的分析

Jiaら [4]は，大規模言語モデルの意思決定特性を，行動経済
学の理論に基づいて体系的に評価する枠組みを提案した．この
研究では，リスク選好，損失回避，確率加重の三つの側面から
LLM の判断傾向を分析し，ChatGPT-4.0-Turbo，Claude-3-
Opus，Gemini-1.0-Proの三つの商用モデルを対象に比較実験
を行っている．実験では，行動経済学実験で用いられる選択リ
スト形式の課題を LLMに提示して得られた結果を，構築した
TCNモデルを使用して，プロスペクト理論に基づくパラメー
タ（リスク回避度，確率加重，損失回避係数）を推定した．そ
の結果，三つの LLMはいずれもリスク回避的な傾向を示して
いたが，リスク回避度・損失回避度・確率加重の度合いは LLM
によって異なることが確認された．また，人口統計学的属性を
付与した際の実験では，各 LLMの意思決定傾向に変化が観察
された．その他にも，LLMの意思決定特性を行動経済学的視
点から分析した研究が報告されている．吉川ら [8]は，LLMに
ペルソナとなる情報を与えた上で，プロスペクト理論に基づき，
利得および損失領域におけるリスク選好の非対称性を検証し，
LLMが損失回避的な傾向を示すことを明らかにした．さらに，
同じ研究グループは，ペルソナを設定した LLMを対象に双曲
割引モデルを用いて時間選好を分析し，報酬額や遅延時間に応
じて割引率が変動する傾向を確認している [9]．

2. 2 LLMを用いた意思決定エージェントに関する研究
Liら [11]は，LLMが「言葉の上で示す考え方」と「エージェ

ントとして実際にとる行動」との間に一貫性がないことを指
摘した．彼らの研究では，ある LLM が社会的属性に関する
質問に対して中立的で公平な回答をする一方で，社会的属性
を付与したエージェントとして意思決定を行わせると，その
行動選択に偏りが現れることが確認された．Echterhoffら [12]

は，LLMが人間由来の学習データに起因して認知バイアスを
示す可能性を指摘し，それを体系的に評価・緩和する枠組み
「BIASBUSTER」を提案した．BIASBUSTER では，アンカ
リングやフレーミングなどの典型的な認知バイアスを定量的
に測定し，さらに Self-Help法により，モデル自身がプロンプ
トを再構成する仕組みを導入したことで，認知バイアスを低減
した LLM出力を実現することが可能となった．同様に，角田
ら [13]は，LLMが人間の認知バイアスを受け継ぐことを指摘
した．LLMが受け継いだ認知バイアスを軽減するため，クラ
ウドソーシングで提案された社会的バイアス軽減手法を LLM
のプロンプトに適用するアプローチを導入した．このアプロー
チによって，LLMの出力に含まれる認知バイアスの一部を軽
減し，合理的な判断を行うようになることが示された．

2. 3 本研究の位置づけ
2.1節で述べた研究は，LLMが人間の意思決定バイアスを部

分的に再現しつつも，LLMごとに異なる特性を持つことを示
している．さらに，人口統計学的属性を与えることで，LLM
の意思決定傾向が変化することも明らかとなった．一方で，こ
れらの研究は LLMにペルソナや条件を与えることでその意思
決定傾向を観察する段階にとどまっており，LLM の意思決定
特性を意図的に制御・操作する手法については十分に検討され
ていない．また，2.2節で述べた研究は，LLMに内在するバイ
アスを検出したり，その影響を最小化することを目的としてい
る．しかし，本研究では，そのようなバイアスを単に欠陥とし
て除去するのではなく，人間が持つ特性や判断の偏りをあえて
LLM に付与し，そのようなエージェントによる意思決定を再
現・分析することを目的とする．

3 分 析 手 法
3. 1 手 法 概 要
本研究では，大規模言語モデル（LLM）に対して認知的特性

を表す形容詞をプロンプト内に付与し，その影響が意思決定特
性（リスク選好・時間選好）にどのような変化を与えるかを観
察する手法を提案する．本研究で提案する分析手法の概要を図
1に示す．手法は大きく Step1 と Step2 から構成される．

Step1 では，金額と確率（もしくは期間）のリストおよび認
知的特性を表す形容詞を用いて選択課題を生成し，LLM に複
数回回答させることで選択課題タスクの結果を得る．また，選
択肢の順序による回答への影響を考慮して，選択肢を入れ替え
た場合も含めて合計 40 回，LLM に回答させる．

Step2 では，Step1 で得られた選択データに対してプロスペ
クト理論および双曲割引モデルを用いて最尤推定を行い，意思
決定特性を表すパラメータを推定する．これにより，形容詞の
付与によって LLM の意思決定傾向がどの程度変動するかを観
察する．
今回主に使用したモデルは，gpt-4o-2024-08-06 および

llama3.2:latest であり，両モデルにおいて temperature は
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図 1 本研究で提案する分析手法の概要図

0 に設定している．1これ以降，gpt-4o-2024-08-06 および
llama3.2:latest はそれぞれ GPT-4o および Llama3.2 と略記
する．

3. 2 Step1：選択課題データ生成
Step1 では，意思決定特性としてリスク選好と時間選好を取
り上げ，それらを表す形容詞を用いたプロンプトを設計する．
続いて，リスク選好タスクおよび時間選好タスクの選択課題を
自動生成し，プロンプトとして LLM に複数回回答させること
で選択課題データを取得する．

3. 2. 1 本研究で扱う意思決定特性の概要
本研究で対象とする意思決定特性は，リスク選好 [6]と時間
選好 [7]の二種類である．リスク選好は，人間がリスクをどの
程度好むか，あるいは避けるかを表す特性である．本研究では，
リスク選好の水準を「リスク回避的」「中立」「リスク愛好的」
の三水準として扱う．時間選好は，人間が現在の利益を将来の
利益よりもどの程度重視するかを表す特性である．本研究では
時間選好の水準を「現在志向」「中立」「将来志向」の三水準と
して扱う．

3. 2. 2 プロンプト設計
ここでは，Imasakaらの手法 [10]を参考に，リスク選好およ
び時間選好を LLMに付与する．Imasakaらは，大規模言語モデ
ル（LLM）の性格特性が検索タスクにおけるクエリ生成行動へ
与える影響を分析した．この研究では，ビッグファイブ理論に基
づき，協調性（Agreeableness），誠実性（Conscientiousness），
外向性（Extraversion），神経症傾向（Neuroticism），開放性
（Openness）の五つの性格特性を LLMに付与した上で，その
出力傾向を評価している．実験では，ビッグファイブ理論に基
づく各性格特性を表す形容詞を多数含むプロンプトを LLMに
提示し，それぞれの性格特性を付与したエージェントを生成し
た．その結果，性格特性を付与した LLMは，プロンプトに与
えられた形容詞的修飾に応じて生成されるクエリの長さや語彙
の多様性が変化することが確認された．この Imasaka らの手
法を参考に，認知的特性を表す形容詞を含めたプロンプトを，
吉川らが用いたプロンプトテンプレート [8], [9]に組み込むこと
で，LLM にリスク選好および時間選好を付与するプロンプト

1：この他にも gpt-3.5-turbo-0125, llama3.1:latest, llama3.3:latest,
phi4:latest, gemma3:27b, mistral:latest を使用して実験を行ったが，詳
細な結果分析は gpt-4o-2024-08-06 および llama3.2:latest に絞って行う．

表 1 本研究で用いた認知的特性を表す形容詞
意思決定特性 選好 形容詞

リスク選好・時間選好 中立 Moderate（中庸的な）
Balanced（均衡をとった）

リスク選好
リスク愛好的 Adventurous（冒険的な）

Audacious（大胆な）

リスク回避的 Cautious（慎重な）
Conservative（保守的な）

時間選好
将来志向 Patient（忍耐強い）

Prudent（慎重な）

現在志向 Impatient（せっかちな）
Impulsive（衝動的な）

設計を行う．本研究で用いる形容詞と，リスク選好タスクと時
間選好タスクで提示するプロンプトをそれぞれ以下に示す．

リスク選好タスクのプロンプトテンプレート
You have a behavioral economic characteristic of being
{neutral or low or high} in risk aversion. To explain in
detail, you are {認知的特性を表す形容詞}.
I will now ask you multiple-choice questions, so please out-
put only the letter of your answer A or B, and nothing else.
Question: There are two ways to {receive or lose} the
prize money. Based on your intuition and personal risk pref-
erences, which of the following options would you choose?
A. {receive or lose} {金額 A} for certain.
B. {確率 p1} chance to {receive or lose} {金額 B1} or {

確率 p2} chance to {receive or lose} {金額 B2}.
Answer(A or B):

時間選好タスクのプロンプトテンプレート
You have a behavioral economic characteristic of having a
{neutral or low or high} time discount rate. To explain
in detail, you are {認知的特性を表す形容詞}.
I will ask you multiple-choice questions, please answer with
either SSR or LLR, and nothing else.
Question: You have won the lottery. There are two ways
to receive the prize money. Based on your intuition and
personal time preferences, which of the following options
would you choose?
A. Receive {金額 A} after 0 days.
B. Wait until {期間 t} days later and receive {金額B(> A)}.
Answer:

これらのテンプレートを用いて，使用する LLM に意思決
定特性を与えた上で，リスク選好タスクでは確実に得られる，
もしくは失う金額 A と不確実に得られる，もしくは失う金額
B1, B2 およびその確率 p1, p2 の組み合わせを変化させた選択
課題を生成する．同様に，時間選好タスクでは即時に得られる
金額 A と遅延して得られる金額 B およびその遅延期間 t の組
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み合わせを変化させた選択課題を生成する．また，意思決定特
性の与え方として，形容詞を一つ用いる方法，同じ選好を表す
形容詞を二つ用いる方法，選好の異なる形容詞を同時に用いる
方法の三通りを検討する．

3. 2. 3 選択課題タスク
選択課題タスクの生成では 3. 2. 2節で示したプロンプトテン
プレートに基づき，Python によりリスク選好タスクおよび時
間選好タスクの選択課題データを自動生成している．
まず，リスク選好タスクについて説明する．本研究における
リスク選好タスクは，確実に得られる，もしくは失う金額 A

と不確実に得られる，もしくは失う二つの金額 B1, B2 および
その確率 p1, p2 の組み合わせを変化させた選択課題を生成し，
LLM がどちらの選択を行うかを観察するものである．ここで
用いる金額リストと確率リスト [8]は以下の通りである．
• 金額リスト（単位：$）:

[100, 500, 750, 1000, 2500, 5000, 7500, 10000]

• 確率リスト:
[0.01, 0.05, 0.10, 0.20, 0.25, 0.30, 0.40, 0.50,

0.60, 0.75, 0.80, 0.90, 0.95, 0.99]

これらのリストから，不確実な選択肢 B に対応する二つの金
額 B1, B2 と確率 p1，および p2 （= 1 − p1）を抽出する．次
に，確実な選択肢 A の金額 A は，選択肢 B の期待値

EVB = p1 × B1 + p2 × B2

に 1.0～1.01 の範囲の乱数係数を掛けて決定している．このよ
うにして，金額が得られる選択課題タスク，金額を失う選択課
題タスクをそれぞれ 10 問ずつ，合計 20 問生成し，選択肢の
順序を入れ替えたものも含めて合計 40 問のリスク選好タスク
がプロンプトテンプレート（3. 2. 2 節）に挿入され，LLM に
提示される．
同様に，時間選好タスクについても，Python により選択課
題データを自動生成している．本研究における時間選好タスク
は，即時に得られる金額（SSR: Short-Soon Reward）と遅延
して得られる金額（LLR: Long-Late Reward）およびその遅延
期間の組み合わせを変化させた選択課題を生成し，LLM がど
ちらの選択を行うかを観察するものである．ここで用いる金額
リストと遅延期間リスト [9]は以下の通りである．
• 即時報酬リスト（単位：$）：

[100, 500, 1000, 5000, 10000]

• 報酬比率リスト：
[1.2, 1.5, 2.0]

• 遅延期間リスト（単位：day）：
[1, 7, 30, 180, 365]

これらのリストから，即時報酬 A，報酬比率 r，遅延期間 t を
抽出し，遅延報酬 B を

B = r × A

として計算することで，選択課題タスクを生成する．このよう
にして，選択課題タスクを 20 問生成し，選択肢の順序を入れ
替えたものも含めて合計 40 問の時間選好タスクがプロンプト
テンプレート（3. 2. 2節）に挿入され，LLM に提示される．

3. 3 Step2：パラメータ推定
Step1 で得られたリスク選好タスクおよび時間選好タスクの

選択データに対して，Step2 ではプロスペクト理論の価値関数，
確率加重関数および双曲割引モデルを用いて，LLM の意思決
定特性を表すパラメータを最尤推定する．推定されたパラメー
タを比較することで，形容詞の付与によって LLM の意思決定
傾向がどの程度変動するかを観察する．

3. 3. 1 プロスペクト理論によるリスク選好の推定
リスク選好タスクに対しては，プロスペクト理論 [14]に基づ

き，利得と損失に対する価値関数と確率加重関数を用いたモデ
ルを採用する．金額 x に対する価値関数 v(x) は，利得と損失
で異なるべき乗型の関数として次のように定義する．

v(x) =

xα (x >= 0)

−λ(−x)β (x < 0)
(1)

ここで，α は利得の感応度，β は損失の感応度，λ は損失回避
係数を表すパラメータである．一般に 0 < α, β <= 1 のとき，
利得・損失のいずれの領域においても，金額の絶対値が大きく
なるほど主観的価値の増加幅が小さくなるという限界効用逓
減 [15]の性質を示す．また，λ > 1 のとき，損失は同額の利得
よりも大きく評価される．
確率 p ∈ [0, 1] に対しては，確率加重関数を用いて，単一の

パラメータ γ をもつ次の関数を用いる．

w(p) = pγ

{pγ + (1 − p)γ}1/γ
(2)

γ < 1 のとき，実際に発生する確率が小さい事象の確率が過大
評価され，実際に発生する確率が大きい事象の確率が過小評価
される．一方，γ = 1 のとき w(p) = p となり，実際に発生す
る確率と一致する．

3. 2. 2節のプロンプトテンプレートで示した通り，本研究の
リスク選好タスクでは，確実に金額 A を得る選択肢 A と，確
率 p1 で金額 B1，確率 p2 で金額 B2 を得る選択肢 B の二択
が提示される．40 回の回答のうち，i 回目に提示される金額と
確率 （A, B1, B2, p1, p2） をそれぞれ，

qi = (Ai, B+
i , B−

i , p+
i , p−

i ) (3)

と書く．このとき，人間の金額に対する主観的価値を表す効用
関数 UA(qi), UB(qi) は

UA(qi) = v(Ai) (4)

UB(qi) = w(p+
i ) v(B+

i ) + w(p−
i ) v(B−

i ) (5)

と表される．
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次に，LLMの選択データと効用関数との関係を定式化する．
このとき，i 回目の質問において，選択肢 A が選ばれる確率を
µi とおき，次のロジスティックモデルで定義する．

µi = 1
1 + exp {−τ (UA(qi) − UB(qi))}

(6)

µi は選択肢 A と B の主観的価値の差に応じて変化すると考え
る．一般に，UA(qi) が UB(qi) より大きいほど選択肢 A が選
ばれやすく，両者がほぼ同程度であれば選択がランダムになる
と想定できる．ここで τ > 0 はロジスティックモデルの傾きを
表すパラメータであり，τ が大きいほど主観的価値の差が過剰
に評価され，µi は 0か 1のどちらかにより近づく．一方，τ が
小さいほど主観的価値の差はそれほど評価されなくなり，選択
がランダム（µi ≈ 0.5）に近づく．
質問回数 i = 1, . . . , N において LLM が選択肢 A を選んだ
場合を yi = 1，選択肢 B を選んだ場合を yi = 0 と定義し，こ
のように定義した µi をパラメータとするベルヌーイ分布に従
うと仮定すると，

yi ∼ Bern(µi) (7)

が成り立つ．したがって，N 回の質問に対する回答系列
y1, . . . , yN が得られる確率は

P (y1, . . . , yN ) =
N∏

i=1

µyi
i (1 − µi)1−yi (8)

となる．
パラメータ集合 θ = (α, β, λ, γ, τ) に対する対数尤度は

log L(y1, . . . , yN | θ) =
N∑

i=1

{yi log µi + (1 − yi) log(1 − µi)}

(9)

と書ける．本研究では，この対数尤度を最大化する制約付き最
適化問題を解くことでパラメータ θ を推定する．

θ̂ = arg max
θ

log L(y1, . . . , yN | θ)

s.t. 0 < α, 0 < β, 1 <= λ, 0 <= γ <= 1, 0 < τ

(10)

ここで θ̂ を最尤推定値として用いる．最尤推定では，Python
の数値最適化ライブラリである scipy.optimizeを用いて，負
の対数尤度 − log L を最小化する形で θ̂ = (α, β, λ, γ, τ) を求
める．推定された θ̂ のうち，α, β, λ, γ を比較することで，プ
ロンプトに付与した形容詞が LLM の意思決定特性に与える影
響を分析する．

3. 3. 2 双曲割引モデルによる時間選好の推定
時間選好タスクに対しては，遅延報酬の主観的価値が時間と
ともに減衰すると仮定する双曲割引モデル [7]を用いる．金額
x を遅延時間 t 日後に受け取るときの主観的価値 V (x, t) を

V (x, t) = x

1 + kt
(11)

と定義する．ここで，k >= 0 は割引率を表すパラメータであり，
k が大きいほど将来の報酬を強く割り引き，現在志向的な時間

選好を示す．
3. 2. 2節のプロンプトテンプレートで示した通り，本研究の

時間選好タスクでは，即時に金額 A を受け取る選択肢 SSR と，
t 日後に金額 B を受け取る選択肢 LLR の二択が提示される．
40 回の回答のうち，i 回目に提示される即時報酬・遅延報酬お
よび遅延期間 (A, B, t) を，それぞれ xSSR

i , xLLR
i , tLLR

i と書き，
即時報酬の受け取り時点は tSSR

i = 0 とおく．このときのパラ
メータ集合を

qi =
(
xSSR

i , xLLR
i , tSSR

i , tLLR
i

)
(12)

と表す．
双曲割引モデルに基づく各選択肢の主観的価値は，式 (11) を

用いて

VSSR(qi) = V
(
xSSR

i , tSSR
i

)
= xSSR

i (13)

VLLR(qi) = V
(
xLLR

i , tLLR
i

)
= xLLR

i

1 + ktLLR
i

(14)

と表される．
以降は，リスク選好タスクと同様の手続きでパラメータを推

定した．すなわち，i 回目の質問において即時報酬（SSR）を
選択する確率 µi をロジスティックモデルで定義し，ベルヌー
イ分布に基づく対数尤度を最大化する制約付き最適化問題を解
くことで，パラメータ θ = (k, τ) を推定する．推定されたパラ
メータのうち，割引率 k を比較することで，プロンプトに付与
した時間選好に関する形容詞が LLM の意思決定特性に与える
影響の違いを評価する．

4 リスク選好に関する実験結果と考察
本章では，GPT-4o および Llama3.2 に対して，形容詞を用

いた場合のリスク選好のパラメータ推定の結果を示すととも
に，その考察を行う．なお，一致度は選択肢の順序を入れ替え
ても同じ選択肢を選んだ割合を示し，有効回答率はモデルが有
効な回答を返した割合を示す．ここでいう有効な回答とは，「A」
「B」のいずれかを選択する回答を指す．

4. 1 動いたパラメータから考えられること
表 2に，形容詞を一つ用いた場合のパラメータ推定の結果を

示す．表 2において，GPT-4oにリスク愛好的な形容詞（Ad-
venturous/Audacious）を与えた際に λが 1.000から 5.000へ
上昇した．λ = 5.000への上昇は，モデルが損失回避的な傾向
を強めたことを示している．これは一見，リスク愛好的な形
容詞の意味と矛盾するように見える．しかし，リスク愛好的
な行動は「利得領域でリスクを取る」ことと「損失領域で損
失を強く回避する」ことの両方を含みうる．本実験の結果は，
GPT-4oがリスク愛好的な形容詞を後者の意味で解釈した可能
性を示唆しており，具体的には，損失領域の選択課題タスクに
おいて，たとえリスクを取ってでも損失額を減らしたいという
思考が働いたと考えられる．また表 2において，GPT-4oにリ
スク愛好的な形容詞を与えると，αが 0.993から 1.058へ増加
し，利得額の増加に対して主観的価値がより大きく増加するよ
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表 2 形容詞を一つ用いた場合のパラメータ推定の結果
gpt-4o-2024-08-06 llama3.2:latest

リスク選好 形容詞 α β λ γ 負の対数尤度 一致度 α β λ γ 負の対数尤度 一致度

- なし 0.993 1.001 1.000 0.997 43.371 85% 1.002 1.004 1.000 1.000 42.032 0%

中立 Moderate 0.968 1.017 1.000 1.000 38.434 90% 1.002 1.004 1.000 1.000 42.032 0%
Balanced 0.968 1.111 1.000 1.000 42.815 95% 1.002 1.004 1.000 1.000 42.032 0%

リスク愛好的 Adventurous 1.058 0.977 5.000 1.000 19.956 100% 1.002 0.998 5.000 1.000 20.834 55%
Audacious 1.058 0.977 5.000 1.000 19.956 100% 1.002 1.004 1.000 1.000 42.032 0%

リスク回避的 Cautious 0.968 1.110 1.000 1.000 44.210 100% 1.002 1.004 1.000 1.000 42.032 0%
Conservative 0.968 1.110 1.000 1.000 44.210 100% 1.002 1.004 1.000 1.000 42.032 0%

- 人間の例 [16] 0.859 0.826 1.576 0.605 - - 0.859 0.826 1.576 0.605 - -

注）いずれの実験結果も有効回答率は 100%であった．

表 3 形容詞を二つ用いた場合のパラメータ推定の結果
gpt-4o-2024-08-06 llama3.2:latest

リスク選好 形容詞 α β λ γ 負の対数尤度 一致度 α β λ γ 負の対数尤度 一致度

- なし 0.993 1.001 1.000 0.997 43.371 85% 1.002 1.004 1.000 1.000 42.032 0%

中立 Moderate + Balanced 0.968 1.111 1.000 1.000 42.815 95% 1.002 1.004 1.000 1.000 42.032 0%

リスク愛好的 Adventurous + Audacious 1.058 0.977 5.000 1.000 19.956 100% 1.002 0.999 1.000 1.000 26.981 35%

リスク回避的 Cautious + Conservative 0.968 1.110 1.000 1.000 44.210 100% 1.002 1.004 1.000 1.000 42.032 0%

注）いずれの実験結果も有効回答率は 100%であった．

表 4 選好の異なる形容詞を同時に用いた場合のパラメータ推定の結果
gpt-4o-2024-08-06 llama3.2:latest

形容詞 α β λ γ 負の対数尤度 一致度 α β λ γ 負の対数尤度 一致度

なし 0.993 1.001 1.000 0.997 43.371 85% 1.002 1.004 1.000 1.000 42.032 0%

Adventurous + Cautious 0.968 1.002 1.000 1.000 25.967 85% 1.002 1.004 1.000 1.000 27.904 15%
Adventurous + Conservative 0.950 0.995 1.000 0.988 17.324 75% 1.002 1.004 1.000 1.000 41.365 5%

Audacious + Cautious 0.968 1.003 1.000 1.000 26.288 70% 1.002 1.004 1.000 1.000 41.365 5%
Audacious + Conservative 0.968 1.004 1.000 1.000 25.198 55% 1.002 1.004 1.000 1.000 42.032 0%

注）いずれの実験結果も有効回答率は 100%であった．

うになったことを表している．また，β が 1.001から 0.977へ
低下し，損失額が増加しても主観的な損失感があまり増えな
いようになったことを表している．一方，表 2において，中立
な形容詞（Moderate/Balanced）およびリスク回避的な形容詞
（Cautious/Conservative）を与えた場合は λ = 1.000が維持さ
れた．これは λ >= 1という制約があるため，リスク回避的な形
容詞を与えることによってさらに低下する余地がなかった．た
だし，β は 1.017 ∼ 1.111へ上昇しており，損失額の増加に対
して主観的な損失感がより大きく増加するようになったことを
意味する．γ はほぼ全ての条件で 1.000を維持し，形容詞を与
えても確率の主観的評価には影響を与えにくいことが示された．
表 2において，Llama3.2では，Adventurous単独の場合を
除き，ほぼ全ての条件でパラメータが形容詞を与えない場合
（α ≈ 1, β ≈ 1, λ = 1, γ = 1）と変化がなかった．これらの値
はリスク中立的な選好を表しており，Llama3.2が形容詞に応じ
て選好を変化させる能力が限定的であることを示している．唯
一 Adventurous で λ = 5.000 が推定されたことは，この形容
詞が Llama3.2 にとって特に強い影響を及ぼした可能性がある．

4. 2 形容詞を一つ用いた場合と二つ用いた場合の違い
表 3 に形容詞を二つ用いた場合のパラメータ推定の結果を

示す．表 2 と表 3 を比較すると，GPT-4o において，形容詞
を一つ用いた場合と二つ用いた場合（同一選好の形容詞を二
つ組み合わせた場合）では，推定されるパラメータに大きな
差は見られなかった．例えば，表 2 の Adventurous 単独の場
合と表 3 の Adventurous + Audacious の場合で，いずれも
α = 1.058, β = 0.977, λ = 5.000, γ = 1.000 が推定された．
このことから，同一選好の形容詞を重ねても効果が累積しない
ことが考えられる．
表 4に，選好の異なる形容詞を同時に用いた場合のパラメー

タ推定の結果を示す．表 4 において，選好の異なる形容詞を
組み合わせた場合では，リスク愛好的な形容詞とリスク回避
的な形容詞を組み合わせても λ = 1.000 が維持され，α は
0.950 ∼ 0.968，β は 0.995 ∼ 1.004の範囲に収まった．このこ
とから，相反する選好の形容詞が相互に打ち消し合い，結果と
して中立に近い選好が表現されたと解釈できる．

Llama3.2では，表 2，3，4のいずれにおいても，Adventur-
ous単独の場合を除きパラメータが形容詞を与えない場合の値
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付近に留まった．形容詞の数や組合せによる系統的な差は観察
されなかった．

4. 3 人間との比較
人間の推定値の一例（α = 0.859, β = 0.826, λ = 1.576, γ =

0.605）[16] を参考として，本実験の結果と比較する．この被
験者は，α = 0.859 および β = 0.826 といずれも 1 未満であ
り，利得・損失の両領域で限界効用逓減の特徴を持つ．また，
λ = 1.576 で損失回避的（損失を利得の約 1.6 倍重く評価す
る），γ = 0.605で確率加重バイアスを持つという特徴を示し
ている．表 2 において，形容詞を与えない場合，両モデルは
α ≈ 1, β ≈ 1, λ = 1.000, γ ≈ 1 であり，これは，この被験
者が限界効用逓減や損失回避といった特徴を持つのに対し，両
モデルはリスク中立的な選好を示している点で異なる．表 2に
おいて，リスク愛好的な形容詞を与えた場合，GPT-4o では
α = 1.058, β = 0.977, λ = 5.000となった．λ = 5.000はこの
被験者（λ = 1.576）よりも大きく，損失を利得の 5 倍重く評
価するという強い損失回避を示している．また，この被験者は
α = 0.859, β = 0.826と両領域で限界効用逓減の特徴を持って
いるのに対して，GPT-4oでは α > 1で利得に対する感応度が
高く，β < 1で損失に対する感応度が低いという，人間とは異
なる特徴を示している．表 2においてリスク回避的な形容詞を
与えた場合，GPT-4oでは β = 1.110となった．β > 1は損失
に対する感応度が高いことを示し，損失額の増加に対して主観
的な損失感がより大きく増加することを意味する．これに対し，
この被験者は β = 0.826 < 1であり，損失に対する感応度が低
いことを示している．γ については，表 2において，いずれの
条件でも γ ≈ 1.000であり，確率に対する主観的価値は客観的
価値と一致している．この被験者は γ = 0.605であり，小さな
確率を過大評価し大きな確率を過小評価する傾向を持つが，両
モデルではこのような確率加重バイアスは観察されなかった．

5 時間選好に関する実験結果と考察
本章では，GPT-4o および Llama3.2 に対して，形容詞を用
いた場合の時間選好のパラメータ推定の結果を示すとともに，
その考察を行う．なお，一致度は選択肢の順序を入れ替えても
同じ選択肢を選んだ割合を示し，有効回答率はモデルが有効な
回答を返した割合を示す．ここでいう有効な回答とは，「SSR」
「LLR」のいずれかを選択する回答を指す．

5. 1 動いたパラメータから考えられること
表 5 に，形容詞を一つ用いた場合のパラメータ推定の結果
を示す．表 5において，GPT-4oに現在志向の形容詞（Impa-
tient/Impulsive）を与えた際に k が 0.010 から 3.666 へ上昇
した．k = 3.666 への上昇は，モデルが「今すぐ報酬を得た
い」という傾向を強めたことを示しており，Impatient（せっ
かちな）や Impulsive（衝動的な）という形容詞の意味と一致
する変化である．一方，表 5 において，中立な形容詞（Mod-
erate/Balanced）および将来志向の形容詞（Prudent/Patient）
を与えた場合は k = 0.010が維持された．これは形容詞を与え

ない場合にすでに k = 0.010であったため，将来志向の形容詞
によるさらなる低下の余地がなかったと考えられる．これは，
GPT-4oのデフォルトの時間選好がすでに強い将来志向である
ことを示唆している．
表 5 において，Llama3.2 では，形容詞を与えない場合で

k = 3.664 であり，GPT-4o とは異なり，デフォルトの時
間選好が現在志向であった．また，中立の形容詞（Moder-
ate/Balanced）を与えた場合でも k = 3.664 が維持された．
将来志向の形容詞（Prudent/Patient）を与えた場合は k が
0.069 ∼ 0.500へ低下し，将来志向への変化が見られた．これ
は，形容詞の意味と一致する方向への変化であり，Llama3.2が
将来志向の形容詞を適切に解釈できたことを示している．しか
し，Llama3.2 では現在志向の形容詞（Impatient/Impulsive）
を与えた場合に k = 0.500 となり，形容詞を与えない場合
（k = 3.664）よりむしろ低下するという逆転現象が観察された．
これは形容詞の意味と矛盾する変化であり，Llama3.2 が現在
志向の形容詞を正しく解釈できていなかった可能性がある．

5. 2 形容詞を一つ用いた場合と二つ用いた場合の違い
表 6に，形容詞を二つ用いた場合のパラメータ推定の結果を

示す．表 5と表 6を比較すると，GPT-4oでは，形容詞を一つ
用いた場合と二つ用いた場合（同一選好の形容詞を二つ組み合
わせた場合）で推定される kに差は見られなかった．中立・将来
志向の形容詞では k = 0.010，現在志向の形容詞では k = 3.666
となり，形容詞の数によってより強い選好は現れなかった．
表 7に，選好の異なる形容詞を同時に用いた場合のパラメー

タ推定の結果を示す．表 7において，選好の異なる形容詞を組
み合わせた場合では，Patient + Impatientおよび Patient +
Impulsiveで k = 0.010，Prudent + Impatientで k = 3.666，
Prudent + Impulsiveで k = 0.500となった．Patient + Im-
patient および Patient + Impulsive では将来志向の形容詞
（Patient）が優勢に働き，Prudent + Impatientでは現在志向
の形容詞（Impatient）が優勢に働いた．Prudent + Impulsive
では k = 0.500と中間的な値となり，両者の選好が打ち消し合
い，結果として中立に近い選好が表現されたと解釈できる．
表 6において，Llama3.2では，形容詞を二つ用いたときに

形容詞を与えない場合（k = 3.664）から大きく変化する傾向
が見られた．中立の形容詞を二つ与えた場合は k = 0.501，将
来志向の形容詞を二つ与えた場合は k = 0.010，現在志向の形
容詞を二つ与えた場合は k = 0.500 となった．いずれの場合
も形容詞を一つ与えたとき以上に将来志向的な値へと変化し
ており，形容詞を二つ与えること自体が応答パターンに影響を
与えている可能性がある．表 7 において，選好の異なる形容
詞を組み合わせた場合では，Patient + Impatient，Patient +
Impulsive，Prudent + Impatient で k = 0.010，Prudent +
Impulsiveで k = 0.500となった．表 5において，形容詞単体で
は，Patientで k = 0.500，Prudentで k = 0.069，Impatient
および Impulsive で k = 0.500 であったが，表 7 の Patient
+ Impatientの組み合わせでは k = 0.010となり，Patient単
体（k = 0.500）や Impatient単体（k = 0.500）よりもさらに

7K-05 DEIM2026

- 7K-05 -



表 5 形容詞を一つ用いた場合のパラメータ推定の結果
gpt-4o-2024-08-06 llama3.2:latest

時間選好 形容詞 k 負の対数尤度 一致度 k 負の対数尤度 一致度

- なし 0.010 90.851 50% 3.664 20.723 95%

中立 Moderate 0.010 379.983 100% 3.664 20.723 95%
Balanced 0.010 379.983 100% 3.664 20.723 95%

将来志向 Prudent 0.010 379.983 100% 0.069 87.842 55%
Patient 0.010 379.983 100% 0.500 85.229 60%

現在志向 Impatient 3.666 0.000 100% 0.500 23.059 75%
Impulsive 3.666 0.000 100% 0.500 23.059 75%

- 人間の例 [17] 2.6 ± 0.94 - - 2.6 ± 0.94 - -

注）いずれの実験結果も有効回答率は 100%であった．

表 6 形容詞を二つ用いた場合のパラメータ推定の結果
gpt-4o-2024-08-06 llama3.2:latest

時間選好 形容詞 k 負の対数尤度 一致度 k 負の対数尤度 一致度

- なし 0.010 90.851 50% 3.664 20.723 95%

中立 Moderate + Balanced 0.010 379.983 100% 0.501 44.247 80%

将来志向 Prudent + Patient 0.010 379.983 100% 0.010 229.475 15%

現在志向 Impatient + Impulsive 3.666 0.000 100% 0.500 24.882 85%

注）いずれの実験結果も有効回答率は 100%であった．

表 7 選好の異なる形容詞を同時に用いた場合のパラメータ推定の結果
gpt-4o-2024-08-06 llama3.2:latest

形容詞 k 負の対数尤度 一致度 k 負の対数尤度 一致度

なし 0.010 90.851 50% 3.664 20.723 95%

Patient + Impatient 0.010 206.224 40% 0.010 200.195 30%
Patient + Impulsive 0.010 229.288 55% 0.010 291.644 0%

Prudent + Impatient 3.666 0.000 100% 0.010 161.606 35%
Prudent + Impulsive 0.500 169.941 55% 0.500 64.506 65%

注）いずれの実験結果も有効回答率は 100%であった．

将来志向的な値が推定された．同様に，Patient + Impulsive
（k = 0.010）や Prudent + Impatient（k = 0.010）でも，各
形容詞を単体で与えた場合よりも極端な将来志向の値となった．
一方，Prudent + Impulsiveでは k = 0.500となり，Prudent
単体（k = 0.069）よりも現在志向的な値へと変化した．これら
の結果から，Llama3.2では異なる選好の形容詞を組み合わせ
た場合に，単体で与えた場合とは異なる相互作用が生じている
ものの，組み合わせによって予測困難な変化が生じており，形
容詞の意味を適切に解釈した上での打ち消し合いとは言い難い．

5. 3 人間との比較
人間の推定値の一例（k = 2.6 ± 0.94）[17]を参考として，本
実験の結果と比較する．この被験者は k = 1.7 ∼ 3.5 程度の
時間選好を示している．表 5 において，形容詞を与えない場
合，GPT-4oは k = 0.010，Llama3.2は k = 3.664であった．
GPT-4oはこの被験者に対し，極めて将来志向的である点で大き
く異なる．一方，Llama3.2はこの被験者の範囲（k = 1.7 ∼ 3.5
程度）に近い値であり，比較的近い特徴を示している．表 5にお
いて，現在志向の形容詞を与えた場合，GPT-4oでは k = 3.666
となり，この被験者の範囲に近い値へと変化した．Llama3.2で

は k = 0.500となり，この被験者よりも将来志向的な値であっ
た．これは形容詞を与えない場合（k = 3.664）から低下してお
り，形容詞の意味とは矛盾する変化である．表 5において，将
来志向の形容詞を与えた場合，GPT-4oでは k = 0.010が維持
された．元々極めて将来志向的であったため，さらなる変化の余
地がなかったと考えられる．Llama3.2では k = 0.069 ∼ 0.500
となり，形容詞の意味と一致する将来志向への変化が見られた．
ただし，いずれの値もこの被験者の範囲（k = 1.7 ∼ 3.5程度）
からは乖離している．

6 失 敗 分 析
6. 1 Llama3.2の回答の一致度の低さ

Llama3.2のリスク選好実験では，多くの条件で一致度が 0%
となった．これは，選択肢の提示順序を入れ替えると異なる選
択肢を選ぶことを意味しており，回答が選択肢の順序に影響さ
れていたことが考えられる．

6. 2 Llama3.2におけるリスク選好パラメータの非変化
Llama3.2のリスク選好実験では，Adventurous単独の場合
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を除き，ほぼ全ての条件でパラメータが α ≈ 1, β ≈ 1, λ =
1.000, γ = 1.000のまま変化しなかった．中立な形容詞，リス
ク回避的な形容詞，リスク愛好的な形容詞（Audacious 以外），
および形容詞を二つ与えた場合や選好の異なる形容詞を組み合
わせた場合のいずれにおいても，パラメータは形容詞を与えな
い場合の値付近に留まった．Llama3.2のリスク選好実験では，
多くの条件で一致度が 0%となったため，正しく選択肢を評価
できていなかった可能性もあるが，Llama3.2が形容詞に応じて
リスク選好を変化させる能力が限定的であることを示している．

6. 3 Llama3.2における形容詞の意味と矛盾した変化
Llama3.2 の時間選好実験では，現在志向の形容詞（Impa-

tient/Impulsive）を与えた場合に k = 0.500となり，形容詞を
与えない場合（k = 3.664）よりもむしろ将来志向的な値へと
変化した．これは現在志向の形容詞の意味とは矛盾する変化
であり，Llama3.2 が現在志向の形容詞を正しく解釈できてい
なかった可能性を示している．また，選好の異なる形容詞を組
み合わせた場合（Patient + Impatient，Patient + Impulsive，
Prudent + Impatient）でも k = 0.010と極端に将来志向的な
値が推定され，GPT-4oで観察されたような選好の打ち消し合
いは見られなかった．これらの結果から，Llama3.2 では形容
詞の意味を適切に解釈して選好を変化させる能力が限定的であ
ることが考えられる．

6. 4 形容詞を与えてもパラメータが変化しなかった場合
GPT-4o のリスク選好実験では，リスク愛好的な形容詞

（Adventurous/Audacious）が λを 1.000から 5.000へ上昇さ
せた一方，リスク回避的な形容詞（Cautious/Conservative）は
λ = 1.000を維持した．リスク回避的な形容詞は損失回避を強
める方向に作用することが期待されたが，そのような変化は観
察されなかった．これは λ >= 1 という制約により，形容詞を
与えない場合の λ = 1.000からさらに低下する余地がなかった
ためである．同様に，時間選好実験でも，形容詞を与えない場
合で k = 0.010 と極めて将来志向的であったため，将来志向
の形容詞（Prudent/Patient）によるさらなる変化の余地がな
かった．

7 本研究の限界点
本研究にはいくつかの限界点がある．第一に，使用した LLM
と形容詞が限定的である点である．本研究では，付録も含める
と 8種類の LLMとリスク選好および時間選好に関してそれぞ
れ 6種類の形容詞を使用したが，より多様な LLMや形容詞を
検討することで，より包括的な知見を得られる可能性がある [9]．
第二に，パラメータの推定範囲に関する限界である．本研究で
は λ >= 1 という制約を設けたため，形容詞を与えない場合に
λ = 1.000であった GPT-4oでは，リスク回避的な形容詞によ
る λの低下を観察できなかった．同様に，時間選好パラメータ
k についても，GPT-4oの形容詞を与えない場合が k = 0.010
と推定範囲の下限付近であったため，将来志向の形容詞による
変化を観察できなかった．これらの問題を回避するためには，

形容詞を与えない場合のパラメータが推定範囲の境界付近に位
置しない LLMを選択するか，異なるプロンプト設計によって
ベースラインのパラメータを調整することが考えられる．

8 お わ り に
本研究では，大規模言語モデル（LLM）の内部的な意思決定

特性を行動経済学の理論枠組みに基づいて測定し，さらにプロ
ンプト設計を通じて特性を付与・調整する方法を検討した．具
体的には，GPT-4oと Llama3.2を対象に，リスク選好および
時間選好を表す形容詞をプロンプトに含めることで，選好がど
のように変化するかをパラメータ推定によって分析した．
リスク選好実験では，GPT-4o ではリスク愛好的な形容詞

（Adventurous/Audacious）により λが 1.000から 5.000へ上
昇し，損失回避傾向が強化された．リスク回避的な形容詞（Cau-
tious/Conservative）では λ = 1.000が維持されたが，β が上
昇し損失への感応度が高まった．Llama3.2 では一部の条件で
のみパラメータが変化し，形容詞に応じて選好を変化させる能
力が限定的であった．形容詞を二つ与えた場合，GPT-4oでは
効果の累積が見られず，選好の異なる形容詞を組み合わせると
相互に打ち消し合い中立に近い選好が表現された．
時間選好実験では，GPT-4oでは現在志向の形容詞（Impa-

tient/Impulsive）により kが 0.010から 3.666へ上昇し，形容
詞の意味と一致する変化が観察された．Llama3.2では将来志
向の形容詞により kが低下したが，現在志向の形容詞でも kが
低下し，形容詞の意味と矛盾した変化が見られた．形容詞を二
つ与えた場合，GPT-4oでは効果の累積が見られなかった一方，
Llama3.2では応答パターンに予測困難な変化が生じた．選好
の異なる形容詞を組み合わせた場合，GPT-4oでは条件によっ
て異なる形容詞が優勢に働くか，または相互に打ち消し合う結
果となった．
本研究ではいくつかの課題も明らかになった．Llama3.2 の

リスク選好実験では，多くの条件で一致度が 0%となり，選択
肢の提示順序に回答が影響されていたほか，形容詞を与えても
選好パラメータがほとんど変化せず，形容詞に応じて選好を変
化させる能力が限定的であることが示された．また，Llama3.2
の時間選好実験では，現在志向の形容詞を与えた場合に kが低
下するという，形容詞の意味と矛盾した変化が観察された．さ
らに，GPT-4oでは形容詞を与えない場合の λや kがすでに推
定範囲の境界付近にあったため，リスク回避的な形容詞や将来
志向の形容詞による変化を十分に観察できなかった．
今後の研究の方向性として，以下の点が挙げられる．第一に，

より多様な LLMや形容詞を用いた検証を行うことで，知見の
一般化可能性を高めることが考えられる．第二に，形容詞を与
えない場合のパラメータが推定範囲の境界付近に位置しない
LLMを選択するか，プロンプト設計によってベースラインの
パラメータを調整することで，形容詞による変化をより明確に
観察できる可能性がある．
本研究の結果は，意思決定特性を表す形容詞をプロンプトに

含めることで LLM のリスク選好および時間選好を一定程度制
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御できることを示した．この知見は，LLMを意思決定支援や
行動シミュレーションに応用する際に，モデルの選好特性を意
図的に調整するための一手法として活用できる可能性がある．
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